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　そうした努力の中でエネルギー利用の効率
化がまず必要なことはもちろんだが、エネル
ギーを脱炭素へ向ける努力はそれ以上に重要
である。その場合従来からよく問題とされる
のは石炭の扱いである。
　石炭は安価で比較的豊富である資源であ
り、その意味で発展途上国でも先進国でも発
電を中心にそれへの燃料依存が続けられてき
たが、一方において石炭はもっともＣＯ２排
出密度の高い燃料であり、その利用を経済性
と環境性のバランスからどのように方向づけ
るか、脱炭素技術の一端であるＣＣＳ採用の
問題も含めてグリーンフォーラムでも研究会
委員間で一度じっくり議論してもよいのでは
なかろうか。

　　　　　　　
座長　　茅　陽一

（地球環境産業技術研究機構理事長、東京大学名誉教授）

　温室効果ガス、なかんずくＣＯ２の排出を
抑制することが温暖化のもっとも重要な対策
であることは殆ど世界共通の了解事項だろ
う。
　これまでに世界は京都議定書や近くはパリ
協定などを通じてその報告への努力を行うこ
とを約束してきた。しかし、世界のＣＯ２排
出の状況をみると、過去から単調に増加の一
途を辿り、まだ殆ど低下への傾向が見うけら
れないのは大変困ったことである。発電、運
輸、産業という部門がＣＯ２排出の中心となる
部門だが、そこでの具体的な対策の導入が必
要で、政府の役割も当然重要だが、それ等部
門の中心となる企業が自主的にその方向へ努
力するのが大事なことを忘れてはならない。

巻頭言
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　私たちは今、地球温暖化に伴う気候異変に
ついてはかなりの知識を持ち、また近年の目に
見える異常気象現象により、危機感はかなり深
まっている。しかし数ある動植物の中で大量に
絶滅する可能性を有する種が多いと言われて
も、自分の生活や経済活動にどのような影響を
与えるか関連付けて危機感を持つ人は少ない
のではなかろうか。
　いずれにしても、地球環境は今、気候変動
により、あるいは少なからぬ動植物の絶滅により、
大きな危機に瀕しようとしているが、その現実に
対して立ち向かう政策や私たち自身の危機回
避行動があまりに不十分である。このままでは
間に合わなくなってしまうのではないかという
恐れを私は抱いている。グリーンフォーラム２１
会員の皆様とも、危機感や回避策を共有し
たいと念じている。

   学界委員　　加藤　三郎
（環境文明２１顧問）

　去る5 月6日、世界の生物系学者や専門家
が集まる政府間プラットフォーム（IPBES）が重
大なレポートを発表した。それによると、①人間
活動のインパクトを受けて、動植物 800 万種の
うち約 100 万種が絶滅の危機に直面しており、
その多くが今後数十年で絶滅してしまう可能性
がある、②絶滅の速度は過去 1000 万年よりも
数十～数百倍に加速、との驚くべき内容です。
　私自身は生物の専門家ではないが、十数年
前から、この地球上で沢山の動植物の種が絶
滅の危機に追い込まれたり、個体数が激減し
ている種が身近に沢山あることを知り、深く憂慮
してきた。しかし多くの人にとって、動植物 100
万種が絶滅の危機に瀕しているといわれても
ピンと来ないのではなかろうか。私にとっても、
その絶滅の意味をリアリティーをもって想像す
るのは難しい。

寄 稿
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平成 9 年の京都議定書締結、さらには平成
23 年の東日本大震災を経て省エネルギーは
エネルギー政策の一丁目一番地の課題と目さ
れるようになった。家庭部門における増エネか
ら省エネへの転換はこれらの社会的な動向よ
り一足先んじて進んでいたことになる。
　平成の 30 年間での家庭生活の大きな変化
は認められないが、強いて挙げれば、冷暖
房エアコンの普及拡大、テレビの薄型化、家
庭へのパソコンの普及、スマートフォンの登場、
LED 照明の普及などがあげられよう。
　さてこれからの 30 年はどうなるのであろう
か。2050 年には温暖化ガス 80％削減が目標
とされている。脱化石燃料は必然的に電化を
加速させるであろう。果たして電力の脱化石
化はどんな形で実現するのであろうか。省エ
ネの徹底的な追及は? 新しい技術の出現に
期待したい。

□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□

　　　　学界委員　　中上　英俊
（住環境計画研究所 代表取締役会長）

　平成から令和へと元号が変わった。平成が
スタートした 1989 年はバブル経済が最高潮に
達していた時代だった。エネルギーの需給計
画も著しい速度で経済成長を突き進んでいた
時代を反映して、ますます増大するであろうと
思われたエネルギー需要に対して、如何に供
給の安定化を図るかに主眼が置かれていた。
しかし時を同じくして地球環境問題を主題とし
た国際会議が重ねられ、他方、石油供給国
の政情不安から国際石油市場の混乱も重なっ
て、一転エネルギー需要の抑制を基調とした
政策の大転換が始まった時代でもあった。
　家庭部門のエネルギー消費は世帯当たり
のエネルギー消費の増加と世帯数の増加に
より一貫して増加傾向を示していた。ところ
が 1995 年ころを境にして世帯当たりのエネル
ギー消費は増加から減少傾向へとこれまでに
経験したことのない変化へと転じた。加えて

寄 稿

平成を振り返る
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な課題も多い。海洋プラスチックゴミのフ
ロー実態や、POPs（残留性有機汚染物質）
の生物濃縮が懸念されるマイクロプラスチッ
クの健康影響など、対策の実効性を高める
ための科学的知見が不足していると言われ
ている。また、タイヤ摩耗カスや化繊系衣
料の繊維屑などのマイクロプラスチックの海
洋流出防止や、海中で生分解するプラスチッ
クなど、対策に必要と思われる多くの技術も
これからである。
　日本は海洋研究、循環型社会制度、或
いはプラスチック製品の開発などで優れた
実績があり、今後、調査研究などを通じて
国際社会に貢献するとともに、この問題を
機会と捉えて新たな技術開発を進め、解決
につながるイノベーションを起こすことを期
待したい。

海洋プラスチックゴミ問題と
イノベーションへの期待

　　　　
資源循環技術委員会委員長　　水戸部  啓一

（国際経済環境研究所 理事）

　近年、プラスチックによる海洋ゴミの問題
が注目を集めている。今年のG20大阪サミッ
トでは日本が議長国として議題に取り上げる
予定である。海洋ゴミは 1970 年代から認
識されて生態系への影響などが懸念されて
いたが、最近では 5mm 以下のマイクロプラ
スチックが地球規模で広がっているとの報
告もあり、新たな問題になっている。2018
年の G7 サミット（先進 7ヵ国首脳会議）で
提起されたプラスチック憲章では、使い捨
てプラスチックの大幅削減や、全てのプラ
スチックの 100％有効利用と新たな技術開
発を目指すことなどが盛り込まれている。日
本も今年 3 月にプラスチック資源循環戦略
が纏められて国内対策が強化されることに
なった。
　しかし、この問題の解決に向けては様々

寄 稿

海洋プラスチックゴミ問題と
イノベーションへの期待
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第1回 事例研究会

エネルギー基本計画における課題
第1回事例研究会は、2018年７月の閣議了承を受けて「エネルギー基本計画における課題」について
討議した。経済産業省資源エネルギー庁政策統括調整官の小澤典明氏、東京理科大学経営学研究所
教授の橘川武郎氏がスピーカーとして講演を行い、茅陽一座長が自ら、まとめの問題提起をした。

「2050年」へ　進むべき方向を随時修正

経済産業省 資源エネルギー庁
資源エネルギー政策統括調整官

小澤 典明 氏

　第５次エネルギー基本計画は、先週閣議決定さ

れた。これは橘川先生、中上英俊先生のほか、専

門家、産業界のご意見、パブリックコメントも踏ま

えて、多くの方々の協力を受けたもので、心から御

礼を申しあげたい。

　従来の基本計画は２０３０年を念頭にエネルギー

需給はどうあるべきかを組み立てて、30 年に向け

てどう対応していくかを整理した。今回の計画の特

徴は 30 年に向けた対応に加えて、内外の情勢変

化およびパリ協定の発効を受けて、２０５０年に向

けたエネルギーの将来像を盛り込んだ。温暖化対

策とエネルギー政策は基本的に表裏一体だ。

　50 年に向けたエネルギーの将来像については新

たに章立てした。30 年は中間的な目標になり、50

年にむけ大胆な取り組みを行っていくかが大きな論

点。

　30 年に向けた対応は従来もエネルギーミックス

を策定し、その中で再生可能エネルギー、原子力、

化石燃料といったものをバランスよく組み合わせる

形で展開した。その進捗をどう考えたらよいのかと

いうこと。

　50 年に向けて、温室効果ガスの 80％削減を目指

す場合、従来の取り組みの延長では困難。完全に

不連続なので、そのアプローチをどうすべきかに焦

点を当てた。30 年までは、ある程度計画的にでき

ても、50 年に向けては相当挑戦的で、複雑な政策

展開を行わないといけない。全て読み切れないの

で、不確実性を踏まえてどう描いていくかが今回の

ポイントだった。

　端的に言うと、30 年に向けて既に進めている

エネルギーミックスの枠組みを変更せずに、施策を

深掘りしていくことをベースにした。

　数値の目安を変えるべきだと、橘川先生にも言わ

れた経緯はあるが、数々の対応がようやく軌道に乗

り出した段階なので、現在のエネルギーミックスの

着実な実現に向けて、チャレンジをしてみようという

エネルギー 5度目の選択
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ことにした。

　50 年へは、個別数値の目安などを決めるには早

過ぎる。可能性を追求する上では、硬直的に個別

目標を決めるのはリスクが高い。

　さまざまな技術的ブレークスルーも考えられるの

で、決め打ちせず、複数のシナリオをつくり、そこ

に政策資源を重点的に投入しながら、進むべき方

向を随時修正していく形にした。エネ庁としては計

画をまとめる議論の過程では、再生エネをしっかり

と進めるということをどう位置づけるか、原子力を

どう位置づけるかが、大事な論点だった。

　また、福島の反省もあり、原子力について世論

は非常に厳しい。また、フロントはよくとも、廃棄

物処分などが完全でなく、長期的な対応も必要だ。

どう生かすかは非常に重要な課題の一つだった。

　もう一つは化石燃料。引き続き、１次エネルギー

の大宗を占めることは間違いなく、温室効果ガスを

大胆に下げなければいけない中で、化石燃料をう

まく使い、残すことも重要で、高効率化やCCSな

どさらなるチャレンジに取り組む。

　三つめはネットワークが変わること。中央で管理

して送電網により全部つなぐのではなく、もっと分

散的に再構築する部分がすごく広がるはず。その可

能性も追求する必要がある。温室効果ガス80％削

減というレベルで言うと、想像できないくらい排出

を下げなければならない。どう言葉で言い表すか

課題だったが、まさにエネルギー転換・脱炭素化

への挑戦が求められる。

　数値の目安が無いので一見、あいまいに見える

が、むしろ情勢変化に柔軟に対応する意味で、よ

り現実的だと考えている。技術的な競争が 30 年後

まで完璧に見渡せるわけではないので、冷静に現

実的にアプローチすることが重要だ。

　再生エネについてはFIT 制度で、できる限り推

進している。ようやく、水力を含めて15％程度、水

力を除くと７％ぐらいまで来た。震災前の２％から５

ポイントほどの上乗せだ。太陽光を中心に相当導入

が進んだが、相応の負担もある。制度での買い取り

額は３兆円、賦課金は 2兆円規模にまで達した。

　50 年に向けては経済的に自立した、FIT 制度に

頼ることがなく、十分、市場競争できる再生可能エ

ネルギー、それを主電源化していくことが大きなチャ

レンジである。

　最期にもう１点。ちょっと逆説的だが、エネル

ギー基本計画閣議決定というと、計画で具体的に、

詳細な内容を決める、エネルギーミックスでも数字

の見通しを決めて、エネルギー源ごとにアプローチ

するのが、これまでの進め方。今回、50 年に向け

て数値の目安とかを決めず、順次リバイスしながら

重点を決めていく形にしたという意味は、軸を決め

ておくけれど、柔軟性をもって対応するということ。

長期的にみた時に、従来の一部を否定して、新し

い土俵に行こうとしていると捉えてい

ただきたい。

　例えば、30 年の数値の、再エネ22

－24％、原子力 20－22％という数字

は見通しという形で出しているわけだ

が、50 年に向けては、こうした従来

のアプローチを超えた、柔軟性のある、

現実的な手法を盛り込んだ計画とご

理解いただきたい。挑戦的なアプロー

チだが、しっかりと、計画を具体化し

ていきたい。ありがとうございました。

エネルギー選択の歴史 5 度目の選択

NJ[VIBUB

村松さま
ఱ �29#ʷ ӈࠨ �50#

18�9�5　2�30
TJHOBUVSF

1960 年～ 70年～ 90年～ 2011 年～ 2030 年～

第1の選択
石油革命と
石油シフト

ੴࠃ Β͔
ੴ༉

第2の選択
石油危機と

脱石油

LN( ：ྗࢠݪ 
ੴ：লΤω

第3の選択
京都議定書と

低炭素化

ŋΨスྗࢠݪ
ͷシϑτ

第 4の選択
東日本大震災と

1F 事故
ݮґଘྗࢠݪ
Τωͱ͍࠶ બ͏ࢶ
ͷొ

第 5の選択
パリ協定

50年目標

今の第 4 次エネ基（14 ）

これからの第 5 次エネ基（18 ）

ΤωルΪーస
ૉ化ͷઓ
શͯͷબࢶͷ
Մੑٻ
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再生エネ ２２―２４％は低過ぎる

東京理科大学大学院 経営学研究科教授

橘川 武郎 氏

「危険性最小化」を

　私の役目はエネルギー基本計画を斜めから評

価することなので、相応の意見を述べたい。結

論から言えば、エネルギー基本計画は２００２

年のエネルギー政策基本法で決まり、２００３

年に始まった。日本のサッカーもワールドカッ

プに 98 年のフランス大会から４年に一度出るよ

うになったが、決勝トーナメントに進めるかは

「×○×○×○」の繰り返し。５回のエネルギー

基本計画のうち、２次は委員として参加したが、

菅内閣の３次は呼ばれず、４次、５次は再度委

員となった。評価は２次は「○」、３次、4 次、

5 次は「×」だと思う。

　資源小国日本は原子力から再生エネルギーま

で、あらゆるエネルギーを放棄すべきではなく、

どれも大切だ。日本はエネルギー自給率６％と

か言われるが、1960 年代初頭は 60％あった。知

恵を絞り、電気の大半を水力と国内炭火力でつ

くっていた。原油が安くなり、73 年のオイル

ショック時は石油火力が 73％を占めるまで大胆

にシフトした。

　反対に原油価格がガッと上がると、３・11 前

年の石油火力の依存度は８％、つまり、65㌽   も

ウエートを下げた。ほぼ等分だが、原子力と液

化天然ガス（LNG）火力と海外炭火力で下げた。

原子力は舶来だがＬＮＧ火力が世界で初めて動

いたのは東京電力・南横浜。石炭輸入は経済性

が悪いので、大規模な海外炭火力は無かったが、

世界初はＪパワーによる 78 年の松島火力で、三

つの工夫のうち二つを日本人がやった。

　その意味で、原子力という選択肢も安易に捨

てるべきではない。ただ、使用済み核燃料のバッ

クエンド問題が解決していない。必ずしも、日

本だけではないが、解決しないと今世紀半ばぐ

らいまでのエネルギーになる可能性があるので

問題だ。原発は推進派も反対派も、国民的支持

を得ていない。推進派は現実性に欠ける。象徴

的なのは原子力に無限責任を問う国は日本だけ

で、電力業界が容認していた。なぜなら、「事故

は起きない。事故が起きることを議論すること

自体がおかしい」ことが論拠。反対派もスロー

ガンだけで、リアルな対案を出せていない。

　原子力政策は漂流している。３・11 以後、電

力とガスのシステムは改革が大いに進展した。

法的分離までは誰も考えていなかった。一方で、

肝心の原子力改革はほとんど進んでいない。国

策民営だから、事故が起きたら、まず東電が福

島に行って土下座するのが当たり前で、わびる

べき政治家も官僚も叩く側に回る。政治家は３
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くやる気がなくて、電力が水素をやるとしたら

脱炭素。これは原子力で可能だ。選択肢に原子

力がなるかだが、天然ガスはベースとして使っ

ている。13 年度の電源構成からもわかるが、天

然ガスをベースアンドミドルで使い、石炭か原

子力をベースにする。石炭が得意な会社は石炭

に特化し、原子力が得意な会社は原子力に特化

する時代が来ている。

　再生エネを 30％にして原子力を 15％にすると

いう私の案以外にも、LNG を少し増やして、石

炭を減らし、LNG と石炭の比率も変えていくこ

とが求められている。そもそも、電源ミックス

とか基本計画とか、基本計画で数字を決めてい

る。日本は資本主義国なのに（国が）決めるの

は投資の見通しを得るためだけだ。

　３E ＋ S は当然だが、私は S という言い方は

好きでない。原発は危険だから、”危険性最小化”

と言うべき。安全性というと「１００％安全」

の議論になってしまう。

　バックエンドに最終処分場が必要。今のまま

では難しい。地層処分が安全だとしても、万年

単位では地上が不安。高速炉は魅力的だったが、

廃止になったのだから、具体策を考えなければ

いけない。これは時間がかかるので、オンサイ

ト中間貯蔵が絶対必要だ。そ

して、”ゴミ”を預かってもら

う消費地が立地地域に保管料

を払うべき。オンサイト中間

貯蔵に対価が支払われるなら、

原発立地地域も経済が回る。

これがリアルでポジティブな

終い方だろう。

年先の選挙をみて考えるが、エネルギー政策は

30 年先、１００年先をみなければならない。日

本には戦略もなく、司令塔もいない。原発はリ

プレースと古いものの廃止で、依存度低減公約

を同時達成できる。バックエンドをきちんとや

るべきだ。

　５次計画の大きな特徴は二つの審議会が動い

たこと。30 年をターゲットにした基本的政策分

科会と、50 年をターゲットにした情勢懇の存在。

メッセージとして脱炭素の選択肢として重要で

あると指摘、再エネの主力電源化を打ち出した。

そのために複線シナリオを考えることになった。

　再エネが22－24％というのは低過ぎ。この３、

４年の大きなエネルギーの変化を反映していな

い。再エネのコストは劇的に下がった。それか

らベースロード電源のあり方。今のベストは前

回のような石炭アンド原発でベースロードでは

なく、石炭オア原発でベースロードというのが、

ベストだ。経済性からいうと、石炭と原発をそ

ろえては重過ぎる。

　三つ目は 50 年懇談会。水素に関して小さな論

点かもしれないが、メタネーションを示した。

水素社会が来るか否かはフェイズ２の水素発電

があるかが勝負どころだが、電力業界はまった

第5次エネルギー基本ܭըの
（1）もともとの 15年策定のミックスが問題あり
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再生エネ、系統コスト減 重要に

グリーンフォーラム 21 座長
地球環境産業技術研究機構理事長

　　茅  陽 一

VRE の対応も

　将来、再生可能エネルギー（再エネ）をどうす

るかという課題がある。エネルギー基本計画では

再生エネを主力電源と位置づけるが、どういう問

題をはらんでいるかを検討しないといけない。実

際に再エネをたくさん使おうと言われるが、実現

には二つの壁がある。電源構成の中で再エネがど

れぐらい考えられているか、現状と 2030 年計画

がある。注目してほしいのはバリュアブルリニュー

アブルエナジー（VRE）。これは太陽光と風力とい

う出力が変動しやすい電源、再エネの中でも重要

なものだが、これがどの程度の比率かということ

が大きな問題だ。

　2016 年は５・１％、30 年の政府計画は太陽光

が７％になって、８・７％ということを言っている。

私が申しあげたいのは 2050 年という長期で考え

た場合にどうなるかだ。なお、各国の状況もドイ

ツが 22％、スペインが 25％と、VRE がかなり高

い状況。日本にも原発はただちにゼロにしよう、

そしてあとは全部自然エネルギーでやるという政治

主張がある。今すぐはなくとも、30 年で自然エネ

ルギーが半分、50 年には 100％という。立憲民主

党も賛成のようだが、さすがに、少し現実性を考

えているとは思える。

　海外で長期計画を出す例はあり、ＩＥＡ（国際

エネルギー機関）は、2060 年に１・75 度Ｃの温

度上昇で止めると、思い切ったことを考えている。

その場合、60 年にＣＯ 2 排出量は完全にゼロに

なるという考えで、電源構成は太陽光 17％、風

力 20％という形だ。自然エネルギーは全部合わせ

ると 70 数％だが、水力とバイオマスや太陽熱発

電が案外と大きくて、37％を占める。再エネの方

はＩＲＥＮＡ（国際再生可能エネルギー機関）は、

それを商売にしているから、当然、高い値を取り、

太陽光と風力が 53％を占めるのだから大変だ。

　政府はコストを問題にする。発電コストは技術

の進歩と量産で下がるが、系統コストが増える。

これをいかに解決するかだ。私が言いたいのは、

系統コストの中に VRE は多く導入しよとすると、

二つのタイプのコストが相当に大きくなり、もっと

押し上げるということ。

　一つは変動型の再エネつまりVRE だが、太陽

光や風力を導入すると、出力が大きく不規則変動

するので需給調整が必要。従来は火力調整だった

が、火力を減らすなら、否応なしに二次電池が必

要。ＩＥＡのシナリオでは大幅に二次電池が入る。

　日本の電力を太陽光でやると、昼のピークがあ

り、夜のボトムがある。ただ、太陽光発電などが余っ

てしまうので、貯電しなければいけない（図）。貯
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貯電コストが 30 年までに達成できるのが前提だ。

　一方、楽観的な見方もある。英国・エコノミスト

誌は電池のコストを kWh ２００㌦とみるから、大

雑把には２万円ちょっと。大幅に下がって、多分、

数年で 100㌦まで行くのではないかという。これが

成立すればいいと思うが、日本の現状では高いわ

けで、簡単ではない。

　もう一つの問題が回転機の慣性。普通の同期

機は回転数、実は系統の周波数とほぼ意味は同じ

だが、その変化率が加速度で、慣性に反比例する。

だから慣性が小さいと、周波数が大きくなる。つ

まり、慣性は大変重要だ。現実に太陽光や風力を

入れると、非常にその慣性が減ってくる。火力や

原子力、あるいは水力といったものは使わなくなっ

てくるので、系統の中の慣性は減る。

　豪州で 2016 年秋に大変な停電を起こした原因

は、慣性の不足だとされる。その際は風力発電が

沢山入り、火力などが止まった。すると慣性が減

り、系統が止まった。これを解決しようと、いろ

いろな動きがある。VRE が沢山入ってきた時に周

波数変動を抑えられるようにしようとしている。系

統に VRE しかなく、従来の同期発電機は全くな

いとどうなるか。その時は、周波数を逆にこちら

が決めなければいけない。

　インバーターに周波数と制限案の

形を情報として送らねばならない。そ

こまで考え、VRE が大幅に入って

きた場合の対応をどうすればできる

か。答えを 19 年までに出そうと昨

年からマイグレートというプロジェク

トを始めた。 結 論はまだだが、 こ

のプロジェクトがあるように、大変

な問題なので、VRE が沢山入る時

には技術的な対応も、電池のように

コストを下げる努力も非常に重要だと、

私は言いたかった。

電せずに出力抑制するのも従来対応だが、稼働率

が低下し、肝心要の全体のキロワットアワー（kWh）

の中に占める再生エネの比率が下がり、意味がな

いわけだ。したがって、貯電せざるを得ない。

　太陽光と風力と両方あるが、説明の単純化に太

陽光発電のみで考える。基本的には稼働率 12％、

ベース電源が大体ピーク電力の半分ぐらい、一

番の問題は電池のコストだ。新エネルギー・産業

技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の開発ロードマッ

プでは現在も、kWh が５万から 10 万円ぐらい。

2020 年に２・３万円、将来は１万円ぐらいにした

いというが非常に高い。

　私は 2 万円ができた場合、どのぐらいのコスト

になるのか試算した。ＰＶ電力のシェアが 10％の

ケースと 20％と高い場合も計算してみた。日本で

は 10％でも必要な設備容量がだいたい 9500 万

㌔㍗と、現在の倍ぐらいになる。すると、貯電の

必要量が 4000 万㌔㍗時だ。電池の値段が kwh

２万円ならカバーできる。

　ＰＶがコストを全部負担とすると、kWh０・８

円だから、kWh 10 円ぐらいを目安にすると、まあ、

なんとかなる。よって、10％程度、日本の 30 年計

画の範囲であれば話として成立する。前提条件は、

ＮＥＤＯの目標にするような２万円／ kWh という

のधཁରԠパλーϯݯి֤
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　●温暖化対策とエネルギー政策

茅座長　加藤三郎さんと中上英俊さんから
のコメントや質問に答えていただき、その
後、産業界メンバーからの質疑という形で
進めたい。

加藤三郎委員　非常にタイムリーなご説明、
ご意見を大変ありがとうございました。小
澤さんへの質問だが、今回は電源構成を
変えなかった。第４次基本計画の時はパリ
協定の前で、今回はパリ協定ができて発
効したにもかかわらず、協定前の数字を使
うのは、問題ではないかと思う。日本は過
去 20 年以上、温暖化対策に取り組みなが
ら総排出量は変わっていない。2050 年の
80％に大幅削減を見据え、パリ協定後に変
えないのは非常に問題だ。その理由と背景
に政治的なことがあるのかを含めて教えて
ほしい。もう一つ、政策決定にもっと多く
の人が関わってしかるべきではないか。か
つて電力は大会社が担い、送配電ともプロ
だけがしたが、自治体や一般市民の”素人”
電力会社がたくさんある。専門家だけ集め
て決める方法が、国民的共感なり、理解を
得られるか疑問だ。橘川先生には天災の多
い日本で原子力は廃棄物処理を含めて安
全に行けるのか。負の面に配慮が必要では
ないか、考えを伺いたい。

茅座長　では、小澤さん、橘川さんの順で。

小澤氏　ＣＯ 2 排出量は徐々に減ったのに、
震災以降の排出量は電力だけでも１億㌧増
えた。努力はしても減っていない。省エネ
は少しは進んだが、ＣＯ 2 の排出量は増え
た。端的には原発が停止し、火力発電を焚

需要構造のあるべき論  回帰を
　　原子力　民間の気既頼みに

き増しせざるを得なかったのが一番の要因
だ。なおかつ、化石燃料を海外から買うの
で、コストも増したのが 2012 年から 14 年
ごろ。並行してＦＩＴ制度を導入しての太
陽光進展や原発の再稼働で、最近、ＣＯ 2

の排出量は少し減り、コストも下がってい
る。温室効果ガス、ＣＯ 2 の削減という意
味では、ゼロエミッションの電源をどう増
やすかが大きなポイントだ。数字を変えな
かったのは、トータルで見て、ゼロエミッ
ション電気を 2030 年では 44％というレベ
ルにした。これは再エネが 22 － 24％、原
子力が 20 － 22％だが、今は 16％しかない。
原子力、再エネを 44％まで上げるのは相
当なハードルになる。併せて、コストも考
えなければいけない。再エネをどんどん入
れて、コストが年間３兆円から５、６兆円
かかっても、ご納得いただけるか。特に経
済界から「負担が非常に大きい」と言われ
ており、一般家庭でもＦＩＴ制度によって
年間１万円の負担をする状況。44％目標に
向けて確実に政策を進める方が現実的だ
と、数字は据え置いた。一つも変えてはい
けないことではない。二つ目は難しい。議
論に専門家の意見が非常に重要な部分も
ある。意見箱を設置して、随時、皆さんか
らの意見を吸収するような仕組みも取り入
れた。実際にパブリックコメントをもらい、
修正したところもある。

橘川氏　原子力のマイナス面を承知してい
るつもりだが、そういう批判も受ける。一
方、原発のプラス面を見ていないとの苦情
も来る。解決策をどう示すかが重要で、そ
れを示しているか否かだ。原子力は選択肢

意見交換
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に足り得る。最終処理を解決していないの
に、なぜかとの指摘もあるが、人類は大体
そういう風に歩んできたと歴史家として考
えている。化石燃料も同じで、ＣＯ 2 の問
題を解決していないのに使い始め、石炭を
使ったから森が守られた側面もあり、何よ
り暮らしが豊かになった。飢餓も減らした。
人類は必要に迫られると、ある程度実用化
できた技術を使い始め、それが生じる問
題を後付けで考えて解決するのが、歴史
なので、原子力もそういうプロセスにある。
石油ショック以降の世界で原子力がなかっ
たなら、大変なことだった。

茅座長　では、中上さん。

中上英俊委員　私も審議会には第１次から
フル参加しているが、今回ほどよくわから
なかった審議会は初めてだった。決めご
とをするには需要構造のあるべき論があっ
て、「こういう需要だから、供給はこうあ
るべきだ」という、手順を踏んだ。それが
崩れたのは民主党政権時代で、本来のあ
り方からずれた。もう一点、民主党時代か
ら審議会のメンバーが替わった。加藤先生
のお話からすると、ちょっと歪んだかもし
れないが、エネルギー供給事業者も、大口
需要家も委員として参加し、対等にテーブ
ルの中で議論が交わされていたが、そうい
う方々がオブザーバーとして一段引いた。

　茅先生が審議会委員長の時には、委員間
で、けんかもどきにやり合ったが、ご案内
の通り、そういう議論はない。審議会のあ
り方も考えるべきだと思う。ぜひ、小澤さ
んに考えていただきたい。私は省エネ法
が通る前に衆議院の参考人に呼ばれた際、
議員の方々に言うべきだったが、審議会の
構成はきちんと考えないといけない。一般
の声を聞くべきか否かについては、私は毎

年、欧州の自由化の状況をヒアリングして
いる。現地の電力、ガス事業者と会うが、

「スイッチング、自由化は進んだが、８割
は一切関心がない」という。それまで、日
本もそうではないかと考えた。正確な情報
を出すほど、誰も読まない。専門家はそう
いうものを背負って発言することを十分覚
悟しなければならない。私はデータに基づ
いた発言をする。消費者動向なら、家庭
用エネルギーも（消費者代表に比べ）私
の方がよほど詳しいが、審議会の構成上、
消費者や女性がいないとよろしくない。原
子力の扱いは自由化の暁には国が何らか
の形で意思表明しないと、原子力はどこか
で止まったままになってしまう。ブロック
チェーンなどの議論もあるが、10 年もせ
ずに、メインストリームになる。その時、
日本に何もノウハウが無いという状況では
東南アジアに対して何が売れるか。最後
のチャンスだったのではないか。

茅座長　今のコメントに対して、小澤さん
と橘川さんにお願いしたい。

　
　●黒四を造るような決断を

橘川氏　今回は日本の原子力が終わった審
議会になったと判断している。「リプレー
ス問題は４年先に、もう一回やればいい
じゃないか」というが、３年前の私の同じ
発言には誰も賛同しなかった。今回はかな
りの推進派委員がリプレースという言葉を
使ったが反映されなかった。私は原子力
が選択肢に残るなら、民間がやるしかない
と思う。「政府、官僚の助けがなくても自
分たちがやるんだ」という気概がない限り、
原子力は終わる。たしかに、コスト的には
新設は高い。割に合わないように見えるが、
長年にわたって非常に強いコアコンピタン
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スになることは間違いなく、それを経営者
として判断できるか。かつて黒四（発電所）
を造った時、関電の太田垣士郎さんはまさ
にそういう決断をした。そういうことを今
の経営者ができるかだ。ただ、道はそれし
かないというのが、私の歴史家としての直
感だ。

小澤氏　では、中上さん。

中上英俊委員　従来のエネルギー政策は、
長期エネルギー需給見通しをしっかりとつ
くり、それに合わせてエネルギー政策をど
う組み立てるかというのが根っこにあった
のは事実。震災を受けて、計画をどうつくっ
ていくかに、重点が置かれるようになった
ので、需給構造をしっかりと我々は分析し
て、その上で政策をどう展開していくかが
大事だ。今後は科学的レビューの仕組み
をどうつくって、どう政策を決めていくか。
仕組みをどうつくるかも衣替えしていくべ
きだ。審議会の構成は制約があり、今のよ

うな状態だが、やはり、有識者の方々の少
し幅広い声を聞く場と、専門的に詰める横
と縦が必要ではないかと思っている。自由
化の中での原子力の位置づけは、他の投
資もそうだが、エネルギー基本計画の中
での過少投資問題の対応は書き込んでい
る。原子力についても考えていかねばなら
ない。私自身は橘川先生より少し楽観的と
言ったら変だが、我々がなにがしかの過少
投資問題に対する仕組みを制度としてつく
ろうという、気持ちがある。原子力は一度
使い出し、安全に運転できたら、これほど
有効な電源として、あるいは温暖化対応の
ものとしての有効な仕組みはないわけで、
これから私もチャレンジしないといけない
し、多くの関係者がチャレンジしていくべ
きだと思っている。橘川先生ほど悲観的で
はなく、もう少ししっかりと進められるの
ではないか。
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　●産業競争力の視点

茅座長　企業メンバーの方のご意見、ご質
問をお願いしたい。

産業界委員　橘川先生ご指摘の原発推進派
のリアリティー欠如、ポジティブな対案の
欠如は、まさしくその通り。産業界からも
できるだけ意見を言って、エネルギー基本
計画の骨太の方針が 2030、2050 になるよ
うに提案していきたい。

茅座長　小澤さん、橘川さんの方で、おっ
しゃることがあれば。

小澤氏　国際的展開と産業競争力と事業者
の判断だが、今回のエネルギー基本計画
で自国の技術の重要性はむしろ強調して
いる。そこを単に安定供給ではなくて、自
分たちの技術をどう思っているのかという
ことと、あとは産業競争力の強化の視点と
いうのをあわせて考えないといけない。エ
ネルギー構造が変わることは一体的に、産
業構造もダイナミックに変わるだろうとい
うこととリンクするので、特に 50 年を考
える時には、その視点で、どう絡んでいく
かを、しっかり見極め判断したい。

橘川氏　国際競争力の問題がコアだとす
るのには全く賛成だ。ポイントは、50 年
80％削減とは 11 億 2000 万㌧減らさなけ
ればならない。競争力維持の答えは一つし

かなくて、海外で減らすしかない。経産省
とは意見が一致していると思うが、電源は
50 年に、ほとんどをゼロエミッションにし
なければいけない。だけど、火力は残って
いると思うので火力はＣＣＳを導入しなけ
ればいけない。あるいは、火力発電分野
が海外で減らした分を相殺する仕組みを
つくらなければ。

茅座長　ほかに質問は。

産業界委員　今回、2050 年の細かい数字は
決めなかったが、来年のＧ２０のタイミン
グで長期開発戦略、パリ協定で定められ
た国連に提出するものを、50 年目標を含
めた形で提出しなければいけないのではな
いか。そのプロセスとイメージを伺いたい。

小澤氏　パリの長期戦略については、有識
者会合で議論する。官邸を中心にやる。Ｇ
20 までには形をつくって公表したい。し
たがって、環境省、外務省も一致協力し
てやる。差異が当初はあろうが、最終的に
は一致した形にして出したい。米国やカナ
ダはよく見ると定量目標と言っても、カナ
ダは原子力が５－ 50％と、おおらかな目標。
フランスや英国は 50 年ミックスの数字を
決めていない。それらを参考に検討してい
くことになろう。

茅座長　小澤さん、橘川さん、どうもあり
がとうございました。
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第2回 事例研究会

IPCC報告書の示した 1.5度Cをめぐる課題
グリーンフォーラム 21では11月21日、2018 年度の第 2回事例研究会を開いた。地球
温暖化防止に向けた気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書が示した「1.5度 C」
をめぐる課題について議論した。

すみやかに行動を

環境省 地球環境局総務課研究調査室長
 兼 気候変動適応室長

大井 通博 氏

　１・５度Ｃ特別報告書がなぜ作られたか。パリ協

定で２度Ｃが世界全体で長期目標と位置づけられ、

１・５度Ｃの追求という努力目標も入ってきた。また、

島国やアフリカの貧しい国など、気候変動に対して

脆弱な国の要請も促した。

　温暖化対応は気候変動に関する政府間パネル（Ｉ

ＰＣＣ）が科学的な事実を提供し、それを受け国際

交渉が進むという、科学が政治をリードする格好だっ

た。今回は逆に国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣ

ＣＣ）からＩＰＣＣにリクエストし、報告書ができた。

論点は１・５度Ｃに地球温暖化を抑え、持続可能な

発展と貧困撲滅というＳＤＧＳ（持続可能な開発目標）

との関係で１・５度Ｃ対応を考えることだ。１・５度

Ｃ目標と温暖化対策の推進、他の持続可能な発展、

開発の目標であるＳＤＧＳとの関係性も報告書ではか

なり大きく取り上げられた。17目標の内、13 番目が

気候変動への取り組み強化だが、これを除く16の

目標と温暖化緩和策の関係性にフォーカスしている。

さまざまな緩和と他の目標に間にシナジーはあるか、

温暖化対策を進めると他の目標についてマイナスの

影響があるかを定性的に分析した。

　傾向はエネルギー供給、需要対策のそれぞれでシ

ナジー的なものが比較的多いが、トレードオフが懸

念されるのは、水・衛生とエネルギー供給対策、陸

上資源とエネルギー供給側などのところだ。ＩＰＣＣ

報告書では、さらに深めた議論がなされると思う。

　以下は、政府の見解ではなく、私見とご理解いた

だきたい。パリ協定の「２度Ｃより十分下方に抑える、

１・５度Ｃまでに抑える努力も追求」という目標は不

変。１・５度Ｃ報告書について「１・５度Ｃは現実的

ではない」との受け止め方もあるが、「パリ協定の目

標を書き換えよう」という議論は全く起きていない。

　どの国も協定を受け止め、しっかりやっていくとい

うことなので、２度Ｃ目標の確実な達成を目指さな

ければならない。その上で１・５度Ｃも視野に入れる

ことが大事ではないか。報告書でも「現状で１度Ｃ

パリ協定前提 1.5度Cも視野に
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上昇している」という大きなメッセージがあった。影

響が顕在化する中で、最大限リスクを回避していくこ

とが大事だ。

　さらに「脱炭素」の方向性は必須ということ。報告

書にも「トランジション（ＴＲＡＮＳＩＴＩＯＮ）」という言葉

があるが、急速に社会的、経済的、技術的な移行

が必要であり、あらゆるレベルや主体の取り組みが重

要。最後にＳＤＧＳを併せて考えることが大事だ。

　今回の１・５度Ｃの報告書メッセージは、速やか

に行動しないとまずいという部分が全体に滲む。待っ

たなしでパリ協定ルールに合意し、それを実施する

機運を高める効果があろう。いずれにせよ、「頑張ろ

う」ということなので、タラノア対話を後押しすると

思う。

　中長期的な話ではＣＯＰ24が合意に至れば、あ

とは実施の世界。その中でＩＰＣＣが果たす役割へ

の期待はさらに強まる。結果を踏まえ、各国が自ら

の目標をアップデートすることになる。目標は従前より

進んだ形にするというのが、パリ協定の基本精神だ。

　気候変動の問題では科学と政治がうまく作用して

きたと思う。2014 年の第５次評価報告書（ＡＲ５）

は15 年のパリ協定につながった。今後、パリ協定

実施の時代になると両者が並んで走る体制になると

思う。

　ＩＰＣＣ第 49回総会および、関連会合が 2019 年

５月６－13日に京都で開催される。会場は京都議定

書が採択された国際会館だ。各国が温室効果ガス

の排出量や吸収量をまとめるインベントリーは各国

の取り組みの進捗を評価する基礎で、パリ協定の実

施を下支えするものだと認識している。

　このほかにも2019 年は土地、海洋雪氷圏と注目

されるＩＰＣＣ特別報告書が出される予定だ。わが

国も引き続きＩＰＣＣ活動をきちんとフォローし、支

援していきたい。

1.5℃に整合する排出経路（１）
 将来の平均気温上昇が1.5℃を大きく超えないような排出経路は、2030年
までに約45％（2010年水準）減少し、2050年前後に正味ゼロに達する。

1出典：図, IPCC SR1.5I Fig.SPM3ａ

（参考）

残存炭素予算の一時的な超過
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不確実の幅大きい

電力中央研究所環境科学研究所
大気・海洋環境領域副研究参事

　　筒井 純一 氏

排出削減 緩和の可能性も

　ＩＰＣＣの１・５℃特別報告書について、

１・５℃をどう理解するかと、この報告書が

温暖化対策の長期目標におよぼすインパクト

について話す。

　2015 年にパリ協定を採択した国連会議で、世

界平均気温の上昇を産業革命前比で２℃未満に

抑えるには３０年の温室効果ガス排出量を４０

㌐ ㌧ に、１・５℃では特別報告書に示される水

準に減らす必要があるとされた。この特別報告

書が今回発表されたもので、２０年に実施され

る各国の排出削減目標の提出を前に、現状を確

認するための重要なインプットになると目され

ている。

　この報告書によって 1・5℃から 2℃の温度

水準を検討するための情報が拡充された。従

来よく研究されてきた２℃から４℃とは異な

り、2℃より低い水準を詳しく議論するために、

定義をいくつか明確にする必要があった。ま

ず温度上昇の基準となる産業革命前の近似に

１８５０－１９００年の５０年間を用いること

が明記された。

　そして世界平均気温を陸上気温と海面水温か

らの推定値とした。気温に比べて水温は上がり

にくい。従来の世界平均気温はこの違いが特に

区別されなかったが、海域の温℃をどう定義す

るかで現在の世界平均気温に約 0・1℃の違いが

生じる。海域の観測データは専ら海面水温によ

る。このため気温と水温を混在する方式は観測

データに対応した定義となる。このように定義

を明確にした上で、現状のペースで温暖化が続

くと１・５℃到達は３０年から５０年頃になる

と評価された。

　温度上昇は累積ＣＯ２排出量と、ＣＯ２以外

の強制力（加熱効果の大きさ）で大体説明で

き、１・５℃に至る排出削減の道筋もこの二つ

に分けて考えることができる。このうち累積Ｃ

Ｏ２排出量については温度上昇と大体比例関係

にあることがわかってきた。これは、目標温度

が何度であっても累積排出量に上限があり、将

来はＣＯ２排出量を正味ゼロにする必要がある

ことを意味する。このことから目標温度に対応

する累積ＣＯ２排出量の上限を表すカーボンバ

ジェットの考え方がでてきた。

　以前のＩＰＣＣ評価報告書では、確率６６％

で２℃目標を達成できる前提で、１１年以降の

カーボンバジェットが１０００㌐ ㌧ （１兆トン）、

１・５℃の場合は４００㌐ ㌧ と評価されていた。

現在の世界全体のＣＯ２排出量は約４０㌐ ㌧ で
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よるカーボンバジェットの増減幅は大体２５０

㌐ ㌧ になる。

　端的に言えば、カーボンバジェットの上方修

正が以前の報告書との科学的なところでの大

きな違いだ。この結果、従来の２℃目標に整合

する排出削減は緩和される可能性が少し出てき

た。実際、報告書で評価された多数の排出シナ

リオから累積ＣＯ２排出量を計算してみると、

目標温度に対して排出削減が過大となる可能性

が示唆される。ただし報告書では、排出シナリ

オとカーボンバジェットの新しい評価との対応

が示されていない。世界平均気温の定義の違い

が解釈を難しくし、その定義によらず不確実幅

が非常に大きいのが実情だ。科学的に詰めると

ころが依然として多く残る中、１・５℃報告書

の知見が各国の排出削減目標の検討にどうイン

プットされるか注目される。

あり、４００㌐ ㌧ とは現排出量の１０年分しか

残されていないことを意味する。

　端的に言えば、カーボンバジェットが上方

修正されたのが、第５次報告書とＳＲ１５の

科学的なところでの大きな違いだ。今回の報

告書は１８年以降のカーボンバジェットを評

価しており、確率６６％で１・５℃の場合に

５７０，４２０㌐ ㌧ という二つの数値を示した。

この差は世界平均気温の定義の違いによるもの

で、小さい方が以前の報告書の定義にしたが

う。この数値は、１１－１７年の実際の排出量

（２９０㌐ ㌧ ）を考慮すると、以前の評価（４００

－２９０＝１１０㌐ ㌧ ）より約３００㌐ ㌧ 多い

ことが分かる。ただしカーボンバジェットの不

確実性は大きい。気候感度（加熱効果に対する

温℃応答の大きさ）やＣＯ２以外の加熱効果の

不確実性で±４００㌐ ㌧ の幅になる。ＣＯ２以

外の気候因子はシナリオにも幅があり、それに
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政策決定に役立たず

地球環境産業技術研究機構参与

山口 光恒 氏

「費用便益」きちんと提示せよ

　気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）

の１・５度 C 特別報告書（ＳＲＩ）を全部読

んだ結論は、政策決定者には役立たないとい

うことだ。ＩＰＣＣは政策に役立つ情報を提

供するのが使命だが、「こうしろ」とは一切言

わない。

　政治家は「気温上昇を１・５度Ｃ未満にし

た方がリスクが少ない」と聞かされても、判

断ができない。

　理由はコストが書かれていないためだ。２

度Ｃを１・５度Ｃに抑える場合の損害の違い

はかなり細かく書かれているが、目標を厳し

くした場合の追加コストに関する情報はない。

ＳＲ１・５には「低炭素の新たな産業プロセ

スの活用なしに、１・５度Ｃオーバーシュー

トの目標達成は困難だ」と書いてある。ここ

でいう産業プロセスは電力ではない。

　１・５度Ｃ報告書で炭素予算（目標達成に

向けて許容されるＣＯ 2 排出量）が上方修正

された。このほか、不確実性が明確になった。

二酸化炭素（ＣＯ 2）の濃度が二倍になった

時の温度上昇幅が、１・５度Ｃと４・５度Ｃ

で３倍の違いがある。「費用便益分析」を必死

に否定しており、難しさは分かるが、この点、

もう少し前向きに対処してほしかった。

　コストは二つある。一つは対策をするとＧ

ＤＰ（国内総生産）がどれぐらい減少するか

だが、その情報が一切無い。ちょっと後ろめ

たかったのかもしれないが、「情報が少ないの

で、評価しない」と書いてある。何も出さな

いというのは怠慢ではないだろうか。もう一

つのコストは炭素価格（限界削減費用）。炭素

を追加的に１㌧減らすためにいくらかかるか

だが、１・５度Ｃ報告書の場合は２度Ｃに比

べて３－４倍になる。

　数値を出さない点について、執筆担当者に

「なぜ書かないのか」と尋ねたら、「幅があり

過ぎて書けない」とのことなので、「それなら

それで実態を出したらどうか」と意見してお

いた。

　これまでＩＰＣＣはコストを全く出してい

ないわけではない。ＡＲ５の２度Ｃシナリオ

であり、ＧＤＰのロスが４・８％ぐらいにな

るとした。ただ、経済成長率は０・06％ぐら

いしか低下しないので、たいしたことはない

と強調するようになっている。ややバイアス

がかかった。

　非常に重要なのは「費用便益」だ。図で右
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（持続可能な開発目標）は全て大事で、気候変

動対策も大切だからといっても、無い袖は振

れない。

　最後にＩＰＣＣの今後について話す。この

ままだと、政治と乖離し、無関心が広がって

しまう。本当に政策と関連した報告書にする

には、政治家が決めた目標の意味を、コスト

を含めてきちんと示す必要がある。そうしな

いと、温暖化問題よりも財政赤字削減が大事

だという話になりかねない。最終的には、政

治家がどの水準を目指すべきか、参考になる

情報を提供していく必要がある。

上がりの線は排出量による損害の上昇を表し

ている。左上がりの線は削減をするためのコ

ストで、これがちょうど均衡する点まで削減

するのが最適である。

　つまり、生産活動によるＣＯ 2 排出が社会に

どれだけ害を与えるか、金銭で評価するのは

難しい。物的被害は金額が出るが、人が亡く

なった場合はいくらになるか計算できず、こ

の点の研究は進めるべきだ。

　費用便益の重要性を別の角度から言うと、

予算が 100 しかない場合、重要課題の内、ど

こにどう配分するのが一番よいか。ＳＤＧｓ
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茅座長　それでは、再開させていただきたい。
パリ協定で２℃という目標とそれを上回る
１・５℃を打ち出した。これがどういう意
味を持つか説明いただいた。環境省の大井
さんは報告書の内容にかかわる最後の会合
が韓国で開かれた時の日本代表。筒井さん
も参加された。加えて環境経済学者の立場
から山口さんにも話してもらった。討議は
加藤さんから順に。

加藤三郎委員　先生方には大変タイムリーな
ご報告、ご説明をいただいた。私は、山口
先生のお仕事に敬意を表しているので、ご
見解に対してコメントしたい。先生は、対
策コストの記述がないということを、おっ
しゃっているが、私は、同じコストでも対
策コストではなく被害のコストのほうが気
になっている。

　　ベニス、アメリカと日本における気象災
害の写真を載せてるが、日本でも世界でも
物すごく被害が発生していて、そのコスト
は甚大なものがあると思っている。ずいぶ
ん前に、スターンという人が、対策を怠る
と、ＧＤＰの５％から場合によっては２０％
ぐらいの損害が発生すると言っておられた。
これは、２００６年だから、もう１２年も前
の話だが、私はＧＤＰの５％はちょっとオー
バーじゃないかと思った。日本で５％なら、
ＧＤＰが５００兆円とすると、２５兆円に
なり、それが毎年起こり、ひどい場合には
２０％だから、大変な金額になる。例えば、
台風２１号で、関西空港の橋やインフラが
やられたが、私が知る限り、国土交通省の
試算では、７月の台風だけで１兆円ぐらい
になった。保険協会が出したコストも、損
害額だが１兆円に近い。日本だけでも、恐
らく数兆円の被害が発生しているのではな

温暖化リスクの許容
合意ないと不毛の議論

いか。対策コストも、２℃でも対策コスト
と同様に、非常にシビアな損害が出ている。
非常に甚大だが、私自身は、コストという
場合は、先生がご心配になるように、対策
コストは重要だが、起きている被害額は、
単なる金額だけではない。そういうことを、
今回のレポートはどのような感じで書かれ

ているのか教えていただきたい。

茅座長　それでは、筒井さんから順に。

筒井氏　気象災害については研究者の側から
すると、一つ一つの特異な事象に対して温
暖化のせいだということは言えない。研究
の進展で、人為的な影響がどのぐらい関係
したか、確率論的に評価されるようになっ
た。雨の降り方は、地球の温度上昇で、確
実に極端化する。物理的にもある程度説明
できるが、台風は少々難しくて、頻度は減っ
ても強度は増すと一般的に言われている。
ただ、台風の強さを見てみると、依然として、
５０年前の伊勢湾台風や室戸台風を超える
ようなものは、まだ来ていない。温暖化影
響が少なからずあるにせよ、もっと自然の
変動のほうのメカニズムをきちんと知る必
要がある。

大井氏　被害という意味でのコストについ
て、今回のＩＰＰＣの１．５℃特別報告書の
中でどういう取り扱いがされたかだが、報
告書本体をきちんと読んだわけではないが、
少なくとも、ＳＰＭの中で、その被害、影
響のところでのコストについては、特に情
報がないというのが今の状況かと思う。定
性的なそれぞれの被害にはどのようなもの
があるかを、このＳＰＭではメッセージと
して書かれている。本体報告書には、金銭
的なものを含めて情報があるかもしれない
ので、確認してみたい。いかに政治家の関

意見交換
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心を集めるかは、私のプレゼンにも若干関
わってきて、なかなか難しい問題だ。まず、
関心を高めようと思えば、それこそ、山口
先生が言われたようなコストがどうなるか
を、出せば集められる。ＩＰＰＣ自体は基
本的にはポリシーとは無関係に、純粋に科
学的な知見をまとめることを目的としてい
る。その作業が少なくとも政策担当者、政
治家の役に立つように、このＳＰＭをつくっ
ている。どのように発信していくかは、政
治家への食い込みという意味では、考えな
いといけないところだ。ただ、難しいのは、
そこが交渉になってはいけないと私は思う。
今回も、ＳＰＭの書きぶりを巡って交渉め
いたことがあった。山口先生が、「コストの
情報がないじゃないか」と言われましたが、
実際には、本体報告書を見たら、書いてあ
ることもあるけれども、それをＳＰＭに書
くかどうかのところで、いろいろな議論が
あった。端的に言うと、「書かれると、政策
を余計ミスリードする」という声もあって、
結局、ＳＰＭの中ではコストの情報は、今

書いてある程度のことしか書かれていない
というのが実情だ。

山口氏　大井さんの話で、１．５℃の本文に
あるじゃないかということだが、実は、こ
れはない。マージナル・インベストメント・
コストはあるが、ＧＤＰコスト、消費ロス
については全く記載がない。加藤さんから
法的な質問をいただいて、私は大変喜んで
いる。基本的に同じことを考えているとい
うのが私の結論だ。温暖化問題とは、温暖
化によるリスクを防ごうとすると、別のリ
スクが生じる。どちらのリスクを取るかで、
リスクとリスクのトレードオフだと考えな
ければいけない。が言っているコストが必
要だが、それは、まさに、損害がどのぐら
いか、それが正しいかを考えた上で、この
まま行った場合の社会に対する損害と、そ
れを減らしていくコストをどのように考え
ればいいかというのが、総合的な戦略にな
るというのが、私の答えになる。

茅座長　それでは、中上さん。

中上氏　議論が出尽くした感じがするので、
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感想を述べさせていただく。ＢＥＣＣＳと
いうのが出てきましたが、私が使っている
のは、Ｓが付いてなくて、「ＢＥＣＣ」だ。
これは、ビヘィビア・エナジー・アンド・
クライムド・チェンジというもの。国際会
議を日本でもやるが、そこで議論をすると、
英国の構造経済学者の意見で、「専門家が
語るけれども、実際にそれを一般の人にき
ちんと伝える手立てがないので、そういう
専門のコミュニケーターのようなものを養
成しなければいけない」という発言があり、
私は感銘を受けた。ほとんどの人は関心が
ないというのが現状だ。日本で数字を出す
と問題になるので、「欧米では」という方便
をするが、北極の氷が溶けるとシロクマが
困ると言っても、日常性がないので、一般
の方々にそういう情報をいかに発信してい
くのが重要か、この問題もそちらにリンク

して、大井さんに進めていただきたいと思っ
ている。

大井氏　おっしゃる通りのご指摘で感謝した
い。消費者の行動を変えていくのは、大切
でありながら、なかなか難しい。できるこ
とからしっかりやっていかなければいけな
い。私の仕事の関係で申すと、研究調査室
長という肩書きとともに、気候変動適応室
長というものもやっており、今度、気候変
動適応法という法律が、2018 年１２月１日
から施行になる。日本では、温暖化対策と
言えば、「緩和」をやってきたが、この夏の
災害を見ても、これから温暖化が進めば激
甚災害がさらに増えていく。「適応」という
ことを考えざるを得ない。温暖化は我々の
生活に実際に影響する話で、国民一人一人
に参加してもらって進めたい。

茅座長　今日はありがとうございました。
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第3回 事例研究会

水素産業社会の新時代開く
「水素産業社会の行方」をテーマに第３回事例研究会を開催した。東京ガスアドバイザーの村木茂氏、
早稲田大学名誉教授の大聖泰弘氏、大阪ガスシニアリサーチャーの鈴木稔氏をスピーカーに迎え、
学界委員、産業界委員を交え活発な議論を展開した。

水素社会に向けた　SIP エネルギー
キャリアの取り組み

東京ガスアドバイザー

村木　茂 氏

　内閣府で２０１４年にスタートしたＳＩＰ（戦

略的イノベーション創造プログラム）のテーマ

であるエネルギーキャリアプログラムでは、三

つのキャリアの内、アンモニアの直接燃焼を中

心に開発を進めてきた。水素戦略ロードマップ

では 30 年に水素価格を１立方㍍（ＮＭ３）30

円にする計画だが、これで発電しても１㌔㍗時

17 円で非常に高い。最終的にはＮＭ３で 20 円

にできるかがポイントだ。

　アンモニアは燃やしても二酸化炭素（ＣＯ２）

が出ず、プロパンと同様にマイ
ナス 33°Ｃないし８・５

気圧で液化するので、扱いやすい。だが、劇物

なので取り扱いには注意が必要。いかに直接利

用するかだが、窒素酸化物（ＮＯＸ）が出やす

いため燃焼方法を開発しながら、ガスタービン

や石炭火力での混焼、固体酸化型燃料電池や工

業炉、舶用エンジンへの応用にあたってきた。

　ＳＩＰではアンモニアの直接燃焼技術の開発

が進んだ。トヨタエナジーソリューションズの

50㌔㍗と３００㌔㍗の小型タービンは１００％

専焼できる。トヨタは３００㌔㍗タービンを試

験中で、20 年までに２種類のアンモニアタービ

ンを商品化する計画だ。

　比較的短時間で商用化できそうなのが石炭へ

の混焼。石炭に 20％アンモニアを混ぜて使う。

ＮＯＸの数値は、アンモニアの挿入位置を適切

にすると下がる。石炭ボイラは２段燃焼にし、

燃料の窒素から発生するＮＯＸを制御する技術

が入っている。アンモニア自体が脱硝作用もあ

る。中国電力は 12 万㌔㍗の既存の石炭火力で

１％までしか混焼できなかったが、脱硝用アン

モニアで問題なく燃焼できた。

　フィジビリティスタディ（ＦＳ）を紹介する。

天然ガスからハーバーボッシュ法でアンモニア

をつくるとＣＯ２が大量に出る。これは液化天然

ガス（ＬＮＧ）をつくるよりも多い。そこでＣ

アンモニア特化　利用戦略練る
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Ｏ２を油田に送入固定化し、ＣＯ２フリーにして

日本に持ってくる仕組みを考えている。米国の

メキシコ湾岸、カタール、サウジアラビアで検

討している。その結果、トン当たり３４０㌦く

らいで日本に入りそうだ。これを直接燃焼させ

れば、ほぼ 20 円の水素と同じくらいの価格がＣ

Ｏ２フリー燃料として達成可能性が高いとわかっ

た。

　アンモニアを発電で利用するとまだ化石燃料

よりも高い。天然ガスより３―４割高く、石炭

の３倍ぐらいだ。しかし、ＣＯ２フリーのアンモ

ニアを石炭火力での混焼など既存発電所で使う

と、再生可能エネルギー導入に比べて系統強化

コストも含めると安価に発電できる。総発電量

の１％をアンモニアで発電すると再生可能エネ

ルギーより年間数千億円削減できるとの試算も

ある。

　また、石炭火力に 20％混ぜると発電コストは

２―３割上昇するが、それでも他の発電よりも

低い価格が維持でき、ＣＯ２も大きく削減できる

ため、石炭火力活用の方策となり得る。これら

がコスト面からも合理的といえるアンモニアの

利用価値ではないか。大型ガスタービンの利用

なども開発されるので、利用範囲は広がってい

く。

　アンモニアは肥料用を中心に世界でも最も多

く生産されている化学品の一つであり、サプラ

イチェーンや輸送技術は全て確立している。イ

ンフラ面でも利用しやすいのが特徴だ。

　ＳＩＰ継続には業界で支える必要があり、17

年にグリーンアンモニアコンソーシアムを設立

した。産学連携のプラットフォームとして、バ

リューチェーン構築に向けた技術と、経済性評

価やライフサイクルＣＯ２の評価も行い、戦略や

ロードマップを策定する。国際連携もやってい

く。

　アンモニアのサプライチェーン構築に向けた

ロードマップは、アンモニアコンソーシアムで

つくったが、今のところ小型のガスタービンは

20 年ぐらいまでに開発できるので、アンモニア

によってＣＯ２フリー電源として電力供給のデモ

を行い、２０２０東京五輪・パラリンピック会

場にバーチャルな送電を検討している。

　日本のイノベーション戦略では 30 年に

３００万㌧を輸入する計画。これを石炭混焼で

使うと国内総発電量の１％をＣＯ２フリーアン

モニアで供給するシナ

リオになる。豪州では

数百万から２０００万

㌔㍗級の風力発電と太

陽光の設備を 10 年の

間に導入し、その電力

で水素をつくり、アン

モニアを含めた多種の

化学品をつくる大型プ

ロジェクトの検討も始

まっている。豪州南部

は余剰な再エネを海外

輸出向けにと動き始め

ている。
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燃料電池自動車の可能性と課題

早稲田大学名誉教授

大聖 泰弘 氏 

電気・水素が役割　高効率化進む

　エンジン車にとって石油は最適な燃料だ。バ

イオ燃料や天然ガス、水素もあるが、供給量と

コストの両面から利用は非常に限定的なため、

当面は電源が多様で充電インフラの設置が容易

なバッテリー電気自動車（ＢＥＶ）が有力とみ

られる。

　ただし、走行距離があまり延びないため、プ

ラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）が、エンジ

ン車やハイブリッド車（ＨＶ）から電気自動車

（ＥＶ）に移行していくブリッジになると考えて

いる。いずれにせよ、車の利便性を高め、環境

負荷を最小限にする『モビリティ・イノベーショ

ン』の創出が重要なカギになろう。

　二酸化炭素（ＣＯ２）の排出量（２０１６年度）

は、運輸部門が１億８５００万㌧と全体の 17・

９％、車に限ると約 15％を占める。運輸部門の

ＣＯ２削減は燃費対策が一番の柱になる。リッ

ター当たりの走行距離は、20 年に 20㌔㍍が当た

り前になり、50 年には 50㌔㍍を達成しなければ、

ＣＯ２対策にはならないと予測している。

　ディーゼル車は、フォルクスワーゲンの燃費

不正問題を機に逆風が吹いており、欧州でも電

動化が加速。電動車の中でもＨＶがＥＶを超え

て普及している。ＥＶは、はっきり言ってあま

り売れていないのが実態で、30 年頃にはほとん

どの車がＨＶになるとみている。

　ＥＶはバージョンアップによりバッテリー

を積めば積むほど、充電に時間がかかるとい

う負い目がある。またガソリンスタンドは全

国に３万数千カ所あるのに対して、普通充電施

設は約２万２０００カ所、急速充電施設は約

７４００カ所と、まだまだ足りない。再生可能

な電力の利用も含めて考えると、デマンドレス

ポンスやスマートグリッドなどを含む電力需給

のマネジメントが必要だろう。

　注目しているのは使用済みバッテリーの再利

用だ。容量は２割ぐらい落ちるものの、使える。

日産自動車と住友商事が共同出資する会社が事

業を展開している。少しずつ売れ始めているが、

定置用のバッテリーとしてはまだ価格が高く、

数が出てくるとコストダウンが図れる。

　世界のＥＶをリードしているのは、米カリフォ

ルニア州と中国のニューエナジービークルプロ

グラムだ。中国では、今年から 10 台に１台はＥ

Ｖを販売しないと罰金が科せられる規制が始ま

る。これがどのように進展していくかは非常に

見ものだ。保有台数が米国を超えて独走状態に

なるかもしれない。
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車という棲み分けができるのではないか。再エ

ネをめぐり、電力として使うのか、水素にして

使うのか、取り合いが起こることも予想される。

　水素自動車の最大の魅力はチャージが３分で

済むこと。ＥＶだと急速充電でも 30 分以上かか

る。航続距離の差もある。問題はチャージイン

フラのコストとチャージのビジネス成立性だろ

う。社会受容性という点でも、まだまだ水素は

一般的ではない。ステーションの建築予定が近

隣住民の反対で取り下げになった事例も聞いて

おり、そうした面の努力も必要

だろう。

　電動車のシェアは日本が世界

をリードしている。欧米人が

訪日すると「なぜ、こんなにＨ

Ｖが多いのか」と驚くそうだ

が、それは燃費の改善や底上げ

にものすごく大きな効果がある

から。私の概算だと、２０５０

年に運輸部門はＣＯ２排出量の

80％削減を達成できる。電気と

水素が一定の役割を果たし、ハ

イブリッド化を含め動力システ

ムの高効率化も進み、車の利用

の仕方も変わるだろうから。

　ただし、これには落とし穴があ

る。来年は国と地方自治体の補助

が打ち切りになるため、反動で需

要が落ちるとも言われている。中

国の有力なバッテリーメーカーは

将来の伸びを見込んで大規模な工

場を建設しているから、危うさを

実感している。

　燃料電池（ＦＣ）は乗用車狙いというより、

バスやトラック、フォークリフト、電車、ドロー

ンなど特殊な用途の方が使いやすいし、管理も

楽という考え方も出てきている。太陽光やバイ

オマスなどの再エネを利用するとなると、発電

した電力を電気分解して水素を作ることになる

が、電気分解とＦＣを合わせた効率は 50％以下

になり、それならバッテリーの方が良いという

ことなる。

　バッテリーの能力を考えると、中距離までは

ＥＶ、それより航続距離が長い場合は水素自動
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固体酸化物形燃料電池（SOFC）の
技術進展と活用

大阪ガス リビング事業部 商品技術開発部
シニアリサーチャー　

鈴木　稔 氏

発電効率向上・低コスト化 推進

　家庭用燃料電池コージェネレーション（熱電

併給）システム、エネファームは２００９年６

月に商品化しており、10 年目である。当初は

固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）タイプ、そ

の後、固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）タイ

プを追加している。エネファームの全国販売台

数は 18 年９月時点で累計 25 万台である。水素・

燃料電池戦略協議会（経済産業省）の資料など

によると、09 年当初は約３００万円（排熱回収・

設置費込み）と高額だったが、年々コスト低減

の実績が上がり、20 年にはＰＥＦＣタイプで

80 万円、ＳＯＦＣタイプで１００万円を目指

し、７―８年で投資回収可能なものとなる中間

目標が示されている。我々はメーカーと協力し

自立普及に向けたコストダウンを進めている。

　大阪ガスのエネファーム開発では、継続的

に発電効率向上とサービス付加価値の拡充を

図ってきた。09 年のＰＥＦＣタイプは発電効

率 35％だったが、16 年のＳＯＦＣタイプ新型

機（アイシン精機製）からは発電効率が 50％

を超えた。高発電効率化により温水タンク容量

を小さくしても環境性が得られるので、システ

ムを小型化し設置性を高めた。ＳＯＦＣセルの

電解質を薄くすることなどで性能を高め、発電

効率向上とコストダウンを同時に実現した。セ

ル当たりの出力を高めると劣化しやすくなる

が、大阪ガスと京セラが共同開発したコーティ

ング技術により耐久性を向上した。

　サービス付加価値は、12 年から停電時の自

立発電機能、16 年のＳＯＦＣ新型機からは余

剰電力買い取り、ＩｏＴ（モノのインターネッ

ト）機能と拡充した。自社の数字だが余剰買い

取りの台数は２万５０００台と伸びてきてい

る。昨年の台風 21 号では大阪、兵庫などで大

規模な停電が発生した。ＩｏＴ機能で１時間以

上の自立発電実績を確認した台数は８５３台

である。ＩｏＴ機能付きの比率を勘案すると

計２０００台が自立発電したと推定している。

自立発電の平均時間は 18・５時間で、中には

１００時間を超えたものもあった。スマホ充

電、照明、給湯や冷蔵庫作動に活用された。長

時間作動はバッテリーと比べた強みである。エ

ネファームはコストアップを最小限に抑え、自

立機能を実装できるようにしている。多数の自

立発電で得た今回の経験も開発に反映させ、レ

ジリエンス性を高めていきたい。

　ＳＯＦＣ開発は約 30 年前に中・大型機を想

定して取り組みがスタートしたが、技術革新を
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陽電池・風力発電が大量普及した際のＳＯＦＣ

有効活用も課題となっており、我々も一緒に検

討している。

　近年の注目トピックスとして、米国マイクロ

ソフト社（ＭＳ）のフューエルセルパワード

データセンターというビジョンがあげられる。

巨大データセンターを建設する際に、データ

サーバーに隣接して 10㌔㍗程度のコンパクト

なＳＯＦＣを多数設置し、それをクラスター化

して隣接のサーバーに高効率なＤＣ電力を供

給する。これにより、系統、受電、配電、バッ

クアップなどを根本的に省き、短納期、低コス

トと高効率を実現しようするものだ。ＭＳでは

ＳＯＦＣ利用サイドでの実証・研究を進めてお

り、海外ＳＯＦＣメーカーではこのビジョンに

対応した開発もされている。

　ＳＯＦＣはさらなる発電の高効率化、コス

ト低減を推進していく技術的余地は大きいと

考えている。家庭用ＳＯＦＣコジェネシステ

ムの改良開発・普及にしっかり取り組んでい

きたい。

踏まえ、大阪ガスでは家庭用へシフトし、メー

カーと共同開発して商品化した。技術革新はい

くつかあるが、大きかったのは“セラミックス

は小さい方が製造も信頼性も有利”との考えが

ＳＯＦＣ開発に展開され根付いたことではな

いだろうか。それによりセルの信頼性レベルが

格段に上がるようになり、その結果として高効

率を引き出すシステムが実現した。なお、最

も生産容量の多い２００㌔㍗級の海外機（ブ

ルームエナジー）も手のひら大の小さなセル

を（多数）使って発電効率 60％超を可能に

している。

　天然ガスでの高発電効率が強みのＳＯＦＣ

技術だが、今後、再生可能エネルギー対応の必

要性が増していくであろう。大阪ガスではエネ

ファーム開発中の 09 年に京都市のバイオガス

サイトに試験機を持ち込み、メタン発酵バイオ

ガスでＳＯＦＣを動かしている。具体的な課題

を予備検討したものである。また、現在行われ

ている新エネルギー・産業技術総合開発機構

（ＮＥＤＯ）のＳＯＦＣプロジェクトでは、太
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茅座長　学識者委員に質問してもらう。まず
加藤さんからお願いしたい。

加藤三郎委員　水素社会をつくろうという
方々の努力が、現実には進んでいないもど
かしさを感じた。自動車では、２０１７年
７月にフランス政府が 40 年までにガソリン
車とディーゼル車の販売禁止を打ち出した。
法律でなく、政府として表明したのに過ぎ
ないが、10 日後には英国政府も同じことを
言う。驚いたことに中国、インドも追随し
た。日本では突然、「２０４０年になったら
ガソリン車、ディーゼル車は売らせません」
という話は１００％あり得ないが、仮にそ
うなったら、日本の自動車業界、関連する
業界は一体どうするのか。恐らく英仏でも、
本当に可能なのかという問題がある。何が
言いたいかというと、規制なり、あるいは
税制なりの支援なしに、水素社会であれＣ
Ｏ２フリーであれ、進まないのではないか。
日本も本気になってパリ協定を実現するに
は手段がないといけないと考えさせられた。
村木先生には、アンモニア以外の動きを教
えていただきたい。

村木氏　水素社会に向けて流れをつくっ
ていけるかという中で、アンモニアはそ
れなりの役割を果たす可能性があるの
ではないか。ただし、モビリティーとい
う部分では、船以外でアンモニアを直
接使うのは簡単ではない。劇物なので
人が介在する所に使うのは注意深くや
る必要がある。自動車なら水素やＥＶ
だと思うし、発電用ではアンモニアで
流れをつくりながら、最終的に水素自身
が十分なコスト競争力を持てれば使われる。
大型ガスタービンは最終的に水素で燃焼
するから、液化水素でなくても、水素とし

水素供給 問われる技術・コスト競争力

て大量に使えれば移っていくと思う。船
会社のプロジェクト参加は、エンジンより
も、アンモニアの輸送が大量に出てくるこ
とが狙いだろう。アンモニアは世界全体で
１億８０００万㌧使われているが、ほとん
どが肥料として自国で消費されている。国
際流通は１割の１８００万㌧のみだ。日本
のすべての石炭火力に 20％アンモニアを混
ぜると、２０００万㌧必要になるので、今
世界で流通しているアンモニアの量を超え
てしまう。車に比べると非常に大きい。

大聖氏　私は、日本はエコカーの普及という
点では非常に成功している国だと思う。理
由はエコカー減税がうまく機能して、ハイ
ブリッド中心だが、うまく増えているのと、
世界に冠たる技術を構築していることだ。
燃費が倍ぐらいになるので、現実的には非
常に有効な技術だと思っている。

中上英俊委員　ありがとうございました。村
木さんからアンモニアについて伺ったが、
最終的なあり方として、やはり水素がパイ
プラインで供給されるイメージをしてしま
う。そういう社会は全く検討されていない
のか、お聞きしたい。鈴木さんのお話につ
ながるわけだが、ガスのみの販売から電気
も売れる自由化後、エネファームのあり方
は僕は根本的に違ってくるのではないかと
思っている。最後のプレゼンで、マイクロ
ソフトがＳＯＦＣユニットを入れるというこ
とだが、これは極めて先進的な商品であり
ながら、ある意味、日本国内だけで進化す
る典型的なガラパゴス商品になるのではな
かろうか。国際標準にならないのは、日本
での枠組みの中でいみじくも発展した技術
だったからとあまのじゃくな私には思える
がいかがか。

意見交換
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村木氏　水素のパイプラインは、どういう
状況で水素を入れられるかが問題だ。ス
チールのパイプラインで溶接された鋼管は
１００％入れられる。プラスチックパイプ
も１００％可能だ。ただ、低圧で家庭に入っ
ているようなパイプは、ねじ込みであった
り、キャストアイアンが残っている。これ
では無理というのが理由の一つ。それから、
どれくらい水素を入れられるかというと、
簡単に入れられるのは５％まで。燃焼性の
問題があり、ガス器具自体の燃焼性の範囲
で、多分５％ぐらいだったらほとんどの器
具は対応できるが、それを超えると調整が
必要になるというハードルは出てくる。

鈴木氏　典型的なガラパゴス商品ではない
かというご高説ですね。確かに７００㍗と
非常に小出力で発電効率が 50％を超える

ようなものをつくるのは、２０００年初頭
のロードマップには一切なかったが、現在
はできている。それをお客さまに 10 年保
証するのは、大変すごいことだが、市場は

「そうでもないんじゃないの」ということだ
と思う。そういう側面はあろう。私にして
も 20 年前にＳＯＦＣをやっていたが、技
術的には想像できなかったところまで来て
おり、さらに進めれば、もっと行ける。マ
イクロソフトが言っているように、もっと
汎用的なエネルギー変換として使えるので
はないか。そう広がる上での最初のキラー
アプリケーションとして存在したいと思っ
ている。

茅座長　きょうはありがとうございました
（拍手）。
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２０１８年度　資源循環技術委員会

プラスチックの課題と解決

海洋プラスチック汚染問題への対応が２０１８年のＧ７（先進７カ国）サミットで採択され、日米が
「海洋プラスチック憲章」に署名しなかったことが話題となった。欧州ではサーキュラーエコノミー
という単語が出てくるようになっている。一方、日本は中国の固体廃棄物輸入停止でプラスチック
が国外へ出て行かなくなった。環境省もＧ７を受けて「プラスチック資源循環戦略」を中央環境審
議会に諮問し、３月には答申案が出た。６月末のＧ20大阪サミットでは、これが議題になる可能
性がある。それを含めて、プラスチック問題への取り組みを話し合っていきたい。

マイクロプラスチック・海洋プラスチック
廃棄物をめぐる動向について

東レ　地球環境事業戦略推進室長

野中 利幸 氏

　マイクロプラスチック問題と海洋プラスチッ

クごみ問題は、しっかり分けて議論しないとい

けない。独ヘルムホルツ環境研究センターの調

査では、海洋プラごみはアジアとアフリカが主

要な発生源で、90％は黄河やメコン川、ナイル

川など世界の主要河川から流出している。2017

年に中国は廃プラスチックの輸入禁止措置を発

表し、18 年に実施された。同年５月には国連環

境計画（ＵＮＥＰ）で海洋プラ問題の会合があり、

Ｇ７で取り上げられた。

　５㍉㍍以下のマイクロプラスチックは、５㍉

㍍以上のプラスチックも含めて世界中で議論が

活発だ。生分解性プラスチックは非常に大切な

開発だが、どういう環境で分解するか、議論が

あまり行われておらず、解決策にはならない。

マイクロプラスチックは、スクラブ洗剤など最

初から含有するものを規制しようという動きも

ある。また、プラスチックのリサイクル対応は、

2020 年から 25 年ごろまでに、リサイクル可能

にするか、モノマテリアル化するかなので、マ

イクロプラスチックが規制されるのは避けられ

ない。

　プラスチックは、つくる責任と使う責任につ

いて議論を巻き起こす必要があろう。つくる責

つくる責任・使う責任で議論を

  ■ 問題提起

委員長　水戸部 啓一 氏（国際環境経済研究所理事）
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任で特に強調したいのは、技術開

発をしっかりやること。その際、

普及価格でないといけない。

　日本ではプラスチックの 89％

はリサイクルするが、その半分は

サーマルリサイクル。ただ、欧米

はエネルギーリカバリーという言

葉を好まず、サーマルリカバリー

だと主張する。日本は産業競争力

を維持した状態で世界にしっかり

やっていることをアピールすべき

であり、標準化の問題では欧州な

どと議論になろう。
海洋ゴミの元となるプラスチック

パナソニックにおける
プラスチック循環の取り組み

パナソニック　サーキュラーエコノミーユニット
品質・環境本部

石橋 健作 氏

　欧州からプラスチックへの動きが起こったこ

とは、非常に不思議で、フランスで標準化の話

が出てくるということだが、パリの家では分別

しない。何でもそのまま捨てる国民性の中で、

サーキュラーエコノミーという話が出てきたの

に、不思議な感じを持っている。

　企業は「社会の公器」とする理念の下、弊

社は「環境基本方針」を発表しているが、

２０１０年に出し、全く変えていない。大きく

は「環境課題への取り組み」ということで、Ｃ

Ｏ２削減、資源循環、水、化学物質、生物多様性。

それから、「社会との共感を通じた取り組み」だ。

資源では「工場廃棄物リサイクル率」と「再生

樹脂利用量」の数値目標を掲げている。再生樹

脂は昨年度までの５年間の累計で４・５万㌧以

上になった。

　17 年に「環境ビジョン２０５０」を公表し

た。実現に向けた取り組みの一つに、「資源の

有効活用の促進」を加えた。再コンパウンドす

るだけでなく、より環境の負荷が小さい材料

持続可能な循環スキーム構築に貢献
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松下幸之助 創業者

高級漆器調（漆ブラック）を実現する
新規セルロース系バイオプラスチックの開発

NEC システムプラットフォーム研究所 主任研究員

田中 修吉 氏

　バイオプラスチックの開発は、廃プラスチッ

クの解策の一つとして注目されている。ただ、

利用は年間２００万㌧規模で、樹脂全体では世

界で３億―４億㌧使われているため、１％ぐら

い。最近は技術開発も進み、耐久財の用途とし

て自動車とか電子機器にも、バイオプラスチッ

クが使われ始めた。

　一方、食料問題の懸念から、非食用のバイオ

プラスチックを使っていく必要もある。それか

ら環境の変化としては「生分解性」と「バイオ

マス度」というキーワードがある。生分解性で

は最近、レジ袋やストローなどの非耐久商品に

推奨する法規制が出てきつつあり、その結果、

海洋プラスチックの汚染でも、普及していく必

要性が認知されている。

　一方、耐久製品では使う寿命を延ばす提言が

出されており、生分解性が重視されるのは、非

耐久財用途に限られると理解している。

環境調和性と伝統工芸の美しさ両立

を、積極的に使っていこうとしているわけだ。

　今後の挑戦は、リマニュファクチャリング。

部材単位でなく、部品単位でその寿命は異なる

ので、超寿命で使える部品はもう一度使ってい

こうということである。そのための解体技術に

加え、解体しやすい設計にしておく取り組みも

進めていく必要がある。

　我々の創業者の言葉である「もったいないを

知り、ありがたいを悟る」ということは、もっ

たいないという部分を、お客さまとその価値を

共有しながら、お客さまの使われ方に踏み込ん

で、対応していくことだ。それによって、最終

的にはゴミを減らし、より長く使えるスキーム

ができればと考えている。
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　バイオプラスチックを社

会実装していくには、コス

トが一番の課題になる。高

くても、手にとっていただ

ける機能を目指すというこ

とで、どういう付加価値が

いいか、国内外で調査した

結果、この漆器調に狙いを

定めた。

　漆の美しさが今までにな

い付加価値になるとの仮説

を立て、装飾性や審美性の

実現を目指す材料の開発に

着手し、わが国を代表する

漆芸家の下出祐太郎先生

と共同開発することになっ

た。下出先生は伝統工芸技術がありながら、学

術博士号を持つ方で、国際的にも活躍している。

　先に本物の漆器をつくっていただき、なぜ美

しいのか、我々の中で技術的に解析した。それ

を基に、漆器が持つ高度な装飾性を実現するバ

イオプラスチック開発ができた。「漆ブラック調

バイオプラスチックＮＥＣＣＹＣＬＥ」と名付けて、

高度な環境調和性と伝統工芸の美しさを両立し

た新素材であるのを武器に市場を新規分野に広

げたい。

NEC バイオプラスチック

水戸部委員長　ＮＥＣさんはバイオプラス
チックで取り組まれたが、通常のプラスチッ
クでもできるのだろうか。

田中氏　技術的にはできると思う。ただそ
れでは、単に漆器を模倣したプラスチック
となってしまう。今回の取り組みは、バイ
オプラスチックを世の中に広めたいという
我々の想いと、最高級の漆器の美的価値を
広く伝えたい下出先生の思いが重なって実
現したことが重要と考えている。

水戸部委員長　日本のプラスチック資源循環

問題を整理・分類 ◆ 地域性の考慮も必要

戦略で、容器包装はわかりやすいと思うが、
難しい問題がいろいろとあると感じた。こ
のような議論は、今後どういう方向に収束
していくのか、その予測を聞かせていただ
きたい。

野中氏　東レでは炭素繊維を飛行機の素材
に、そして、自動車などにも使ってもらっ
ている。だから、マイクロプラスチック問
題と海洋プラスチック汚染問題は分けた方
がいいと考えている。その次に、容器など
のディスポーザル（使い捨て）用途とデュ

意見交換
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ラビリティー（耐久性）の問題を分けて考
える必要がある。分けないと、もうぐちゃ
ぐちゃになる。それから、地域性がある。
つまり、北米、欧州、日本、アジアの考え
方は全然違うので、議論にならないのでは
ないかと心配している。

　●世界にアピールを

水戸部委員長　国際的なプラスチック問題
は海洋汚染から近年クローズアップされ、
大きな問題になりつつある。だが、日本の
循環型社会形成推進基本法とか、いろいろ
な個別のリサイクルスキームなどは、かな
り世界にさきがけている。先ほど、野中さ

んが言われたように、日本がいろいろな貢
献をしてきた中で、世界に我々の価値を同
提供できるかが、問われている。

　　技術で貢献する方法や、いろいろなリサ
イクルのスキームで貢献するという考え方
もあるし、法制度の問題もある。それを世
界に対してアピールすることが大切だ。国
内に向けては、いろいろな情報が錯

さくそう

綜して
いるので、できるだけ正しいことを社会に
伝えていくことが、今後も必要ではないか
と思う。その意味でこの委員会は皆さんの
情報や技術を共有化し、次につなげる。

　　それとともに、社会に対してきちんと物
事を伝える責任も果たしていくのが理想的
だと思う。
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官民一体  発電核に活性化
■若手経営者ら組織　循環型地域の原動力に　

　バイオマス産業都市とは、地域に存在する木

材や家畜排泄物などのバイオマスを原料に、収

集、運搬、製造、利用までの経済性が確保され

た一貫システムを構築する自治体を指す。国は

２０１３年度からバイオマス産業都市構想の具

体化に向けた取り組みを推進。関係７府省（内

閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済

産業省、国土交通省、環境省）が共同で選定する。

　真庭市は、木材を燃料にした「たたら製鉄」

に始まり、古くから製材業が盛んで、西日本の

木材産業を支えてきた。現在は木質バイオマス

発電が中核になり、林業の活性化や観光などの

産業創出と循環型エネルギーを実現。環境に優

しく、自然災害に強いまちづくりを目指してい

る。豊富な森林資源を有効利用し、森林育成に

還元するため、長期視点に立って「バイオマス

産業杜市構想」を産学官一体で展開している。

　構想の発端は１９９３年に真庭町（現真庭市）

の若手経営者や各方面のリーダーが中心になり

立ち上げた「21 世紀の真庭塾（真庭の未来を考

える会）」にあった。メンバーは熱心な議論を重

ねただけでなく、「時にはアルコールでコミュニ

ケーションを活発にしながらムードを醸成した」

と真庭市の関係者は当時を述懐する。

　実践活動の成果も出てきたことから、2002 年

には NPO 法人格を取得した。塾での活動がバ

秋季フィールドワーク ｉｎ  岡山
　　　　　　　バイオマス 森林の恩恵生かす

2018 年 10 月 26、27の両日、「バイオマス産業杜市（とし）」として地域おこしに取り組む
岡山県真庭市などでフィールドワークを行った。市内の大規模な木材集積基地や木材チップ
を燃料に使用する火力発電所などを視察したほか、吉井川水系の恵みを生かして環境適応工
場の先端をゆくキリンビール岡山工場（岡山市東区）などを巡った。

間伐材は周辺市町村の一般家庭からも持ち込める（木材集積基地）
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イオマスタウン実現の原動力となって、循環型

の地域社会を形成するだけでなく、町並みの景

観保存などにもつながり、今では県北部を代表

する地域になった。

　旧真庭町を中心とした真庭地域では、00 年に

は木質副産物だけでなく、家畜排せつ物や食品

廃棄物もバイオマスとして活用するための目標

を定め、その達成の方策を取りまとめた構想を

策定。同年４月には国からバイオマスタウンの

認定を受けた。09 年３月には構想の理念を改訂

し、将来ビジョンをまとめたことが、バイオマ

ス産業都市として認められることにつながった。

■ U ターン就職　観光にも寄与

　13 年２月には、地元を代表する銘建工業（中

島浩一郎社長）や真庭市など官民９団体が出資

して、真庭バイオマス発電が設立された。現在

は 10 団体が出資し、資本金は２億 5000 万円。

Green Journal  39

同社は林業や観光業の活性化に加えて、雇用の

創出、中山間地域の再生などを期待し、15 年４

月から発電を始めた。発電能力は１万㌔㍗で、

一般家庭なら市内の世帯数を上回る２万 2000

世帯分の電力を賄える。必要な燃料は年 14 万

8000㌧、運転日数は 330 日で、燃料の輸送や加

工など周辺事業を含めると 50 人を超す雇用を生

み出している。

　事業費は 41 億円を要するが、再生可能エネル

ギー固定価格買い取り制度（FIT）による売電

価格はキロワット時当たり未利用材が 32 円、一

般材が 24 円となっているため、事業収支は黒字

を維持している。

　バイオマス産業杜市としての取り組みは、U

ターンや J ターンの就業者を生んでいる。集積

基地や発電所では元高校教員や自然との共生に

魅力を感じて OL を辞めて就業した若者が働い

ている。また、西日本地域の小中学校による林

真庭市の一般家庭電力ならまかなえる巨大な発電設備

（上）チップの燃焼炉を視察するメンバー    （下）木のぬ
くもりが生かされた市庁舎は、 来場者をほっこりさせる

（岡山県真庭市）

GJ2018 -7-30.indd   39 2019/07/30   16:09:10



活動報告

40  Green Journal

2011 － 2020 年の中核をなる世界目標「にじゅ

うまるプロジェクト」に登録した。工場の見学

ロビーではアユモドキの水槽展示を行い、PR に

も余念が無い。工場のスタッフによれば、「民間

企業での天然記念物の飼育展示は全国唯一」と

いう。

　アユモドキの人工繁殖は滋賀県立琵琶湖博物

館など水族館が主体になる例が多い。岡山県内

では瀬戸町が 05 年に初めて成功している。同町

とキリンは 05 － 06 年に工場内で生態観察する

設備を導入。飼育や人工繁殖、ふ化を実現した。

　05 年の成功を機にアユモドキはキリンの工場

以外に学校や公民館などでも展示されるように

なった。10 年からは地元の千種小学校で生徒に

よる繁殖も始められた。

　恒常的に繁殖できるようになったため、16 年

からは毎年８月に近隣の二つの小学校から生徒

を工場に招いて、人工繁殖した稚魚 100 匹程度

を工場内のビオトープ池に放流する活動も展開

している。

間体験などにも利用されるなど、バイオマスツ

アーの増加は観光業の活性化に寄与している。

　キリンビール岡山工場は、全国に九つあるビー

ル工場のなかで、敷地面積は約 37 万平方㍍と２

番目の広さを誇る。缶チューハイ「氷結」など

も製造するが、「一番搾り」、「キリンクラシック

ラガー」などビール類とビールテイスト飲料の

年間生産能力は 35 万㌔リットル（２０１７年実

績）にもなる。岡山県東部を南北に流れる吉井

川水系の自然の恵みを生かし、製造を継続する

ため、水源の森を守る活動にも力を注いでいる。

■希少なアユモドキ繁殖

　また、琵琶湖などに生息する国指定の天然記

念物アユモドキについては、人工繁殖のほか生

息域や生態の調査、水辺教室などを通じた保全

啓発活動を展開している。その一環として、17

年には生物多様性を保全するための戦略計画

キリンビール岡山工場（岡山市東区）で展示されているアユモドキ

キリンビール  岡山工場
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地表を計測してモデル化
■重要な原料でもある水は基本方針の最上位　

　冒頭の「水と生きる」のフレーズは、「企業理

念に基づく思いを広く社会と共有するための言

葉であり、『社会との約束』」と、同社コーポレー

トサステナビリティ部長の内貴研二は説く。

　同社では環境基本方針を１９９７年に制定

（２０１５年に改定）しているが、そのなかで、

①水のサステナビリティの追求②生物多様性保

全への取組③イノベイティブな３Ｒによる資源

の有効活用④全員参加による低酸素企業への挑

戦⑤社会とのコミュニケーションの５項目を掲

げる。

　特に、グループにとってもっとも重要な原料で

もある水は基本方針の最上位にある。その実現の

ため、水循環を知ること、大切に使うこと、水源

を守ることを地域社会と共に取り組んでいる。

　また、３Ｒ、つまり、環境負荷および廃棄物

の抑制（リデュース）・再利用（リユース）・再

資源化（リサイクル）については、不断の技術

革新を進め、持続可能なビジネスの構築に努め

ている。

■水科学研究所を設置　

　水を涵養（かんよう）する「天然水の森」は

全国 15 都道府県に 21 カ所あり、合計面積は約

９０００㌶ある。それを６月 10 日に「天然水の

森 南アルプス」（北杜市）が拡張し、合計面積は

春季フィールドワーク ｉｎ  山梨
　　資源循環、自然を知り技術磨く

　東京の西隣にありながら、自然に恵まれた山梨県。水力発電をはじめ、再生可能エネルギー（再
生エネ）での電力供給力も高い。同県の企業局での電力事業は 24 カ所での水力発電を保有、そ
の収益を 2000 年ごろから再生エネの拡充に振り向けている。また、利益はミレーの絵画などを
所蔵する県立美術館の名画買い付けなどにも活用されている。資源循環技術委員会（水戸部啓一委
員長）では、発電事業の優等生・山梨県の取り組みと、大自然を保全・育成しながら水資源を生か
した製造を行うサントリーホールディングスの白州蒸溜所・天然水工場（北杜市）を視察した。

サントリー白州工場
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約１万２０００㌶に広がった。

　水は渓流や湧水のように見えるものもあるが、

地下水は見えない。そこで、将来にわたって水

を守るため、包括的な水への理解と知見を深め

るための水科学研究所を設置。「水文学（すいも

んがく）」を基盤とした水源や森を育むための研

究、そして、国内外の水資源問題にも取り組ん

でいる。

　具体的には、地下水の器を知るために、地形

を数センチメートル単位の密度で地表を計測し

てモデル化、さらに、水の透過性に関わる構造

を再現するなど地上ではわからない地質構造ま

で分析している。

　また、分析結果は森の育成・再生にも活かし

ている。水の視点からの森づくりのため、ミズ

ナラ、ダケカンバなどを苗から育てるとともに、

自生も促している。その成果として、ヤナギ類

やカラマツが育種できた。

　「遷移段階を考慮しながら、徐々に森林遷移の

促進を試みるなど、効果的・戦略的な植樹を進

めている」（内貴部長）という。

　寿屋として、わが国初のウイスキー蒸留施設

である山崎蒸留所（大阪府島本町）を建設した

のは１９２３年のことで、白州蒸留所はその半

世紀後に建てられた。

　山崎も名水の地として知られるが、白州も同

様に八ケ岳を源とすう良質な水が大量に確保で

きることが立地の決め手となった。

　山梨県の電力事業を周知するための拠点、「ゆ

めソーラー館やまなし」（甲府市）は、２０１２

年１月に開館した。ここに立地する米倉山（こ

めくらやま）太陽光発電所は、２００９年当時、

国内には１万㌔㍗を超える規模の施設がない中

で県と東京電力が共同事業として建設した。敷

地は約１２万５０００㌶及び、出力は１万㌔㍗、

年間発電電力量は約１２００万㌔㍗時となる。

長い日照時間を生かして、メガソーラー時代の

先鞭（せんべん）ともなった施設だ。

　付随するソーラー館には、太陽光発電の仕組

みや二酸化炭素（ＣＯ２）排出削減効果の説明な

ど、太陽光をはじめとする再生エネや次世代エ

ネルギーに関する展示をしている。館内で使用

植生の再生にも工夫を凝らしている

ゆめソーラー館　日立造船製　蓄電システム

蒸溜所でのレクチャー景風

ゆめソーラー館やまなし
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水素に変換すれば、変換ロスはあるものの、エ

ネルギーを安定して保存できる。燃料としても

使えるため、「太陽光発電による電気の有効利用

が期待できる」（企業局）。

■次世代技術の開発

　15 年から次世代フライホイール蓄電システム

の実証も始めた。鉄道総合技術研究所との提携

して行い、電気の貯蔵技術開発を進める。また、

第２弾として、県内に工場のある東京大学発の

ベンチャー企業エクセル・パワー・システムズ（東

京都文京区）と、急速充放電が可能な改良型ニッ

ケル水素電池を採用し、太陽光発電の出力変動

を吸収する試験を16 年11月にスタートしている。

　県は水素製造を地域の産業振興にも生かす考

えをもつ。すでに、地元のスポーツジムや大型

店舗で水素使用の了解も得ている。

　担当者は「今後、水素需要を喚起し、燃料と

して水素を使う製造業や水素を求めて県内に進

出する企業も増やしていきたい」と話す。燃料

電池研究で定評のある山梨大学も水素関連プロ

ジェクトに参加しており、産学官連携で新しい

エネルギーの時代を築くことが期待されている。

する電略は、屋上に設置した太陽光パネルや小

水力発電などから生まれる電力を需要に応じて

使用する。

　冷暖房には地中熱を利用するなどエネルギー

の自給自足によるＣＯ２ゼロ運営を行っている。

小中学生から成人まで再生エネの活用を学ぶこ

とができる。

■Ｐ２Ｇの実証も

　県では２０１８年８月に再生エネ電力から水

素を製造し、貯蔵・利用する「Ｐ２Ｇ（Ｐｏｗｅｒ

ｔｏ　Ｇａｓ）システム」の技術実証を始めており、

施設も公開している。同事業は山梨県、東レ、

東京電力ホールディングス、東光高岳の４者が

協定を結び、成果を得てきた。

　施設はパナソニックの出力 35㌔㍗の太陽光パ

ネル、日立造船の固体高分子型水素発生装置（定

格 25㌔㍗）、日本製鋼所の水素吸蔵合金（ＭＨ）

タイプの水素タンク（45万Ｎ立方㍍）、パナソニッ

クの純水素型燃料電池システム（同５㌔㍗×３

台）、ニチコンの水電解装置用電源（同 25㌔㍗）

などで構成する。

　天候の影響を受け、不安定な太陽光の電気を

サントリー　白州蒸溜所のウイスキー発酵樽（山梨県北杜市）
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昭
和
化
学
工
業

　

工
場
の
バ
イ
オ
マ
ス
活
用
　

拡
大

産業分野でのバイオマス熱利用の事例

がマそ 石川県及松市 年から粟津工場の電気・熱に利用

リがー 静岡県御殿場市
介境事業開発セれじーに熱供給。
年末稼働し、空調・給境に利用。年
万円の燃料費削減

昭和化学工業（※） 岡山県真庭市 珪藻土乾燥

ＪＦＥ介境サービス
（※）

岡山県倉敷市 がれビナーちへの蒸気供給

ど れ は ー エ ナ け ー
（※）

熊少県南関町 竹ののローリれグ工場への熱電併給

※ＮＥＤＯ땎どイオマスエてやギーの地域自立シスたべ化実証事業땏。今後の設備導入
・実証を計画
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か
ら
解
放
さ
れ
る
﹂

と
薦
め
る


　日
少
で
は
省
エ
て
投
資

に
比
べ

ど
イ
オ
マ
ス
熱

の
利
用
へ
の
補
助
金
が
少

な
い

普
及
利
が
あ
る
と

﹁
国
内
ボ
イ
も
メ

い


に
も
ビ
け
て
ス
ず

れ
ス

が
広
が
る
﹂
︵
相
川
研
究

員
︶
と
も
指
摘
す
る
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　月　


　
　日

　
火
　
曜
　
日
　

　ど
イ
オ
マ
ス
由
来
エ
て

や
ギ

の
産
業
利
用
が
進

ん
で
い
る
の
が
製
力
業
下

だ

特
種
東
海
製
力
子
会

社
の
新
東
海
製
力
・
島
田

工
場
︵
静
岡
県
島
田
市
︶

は
２
０
１
７
年
度

木
質

ど
イ
オ
マ
ス
を
主
力
と
し

た
自
家
発
電
で
電
気
の


％
を
賄

た


　島
田
工
場
の
敷
地

万

平
方
뗠
を
分
固
す
る
よ
う

に
Ｊ
Ｒ
東
海
道
線
が
横
切

り

西
側
は
大
井
川
が
流

れ
る

広
い
構
内
を
自
動

車
で
進
む
と

煙
突
が
伸

び
た
建
存
に
突
き
当
た

る


年
１
月
に
運
転
を

始
め
た

号
ボ
イ
も
だ


炉
内
で
燃
え
た
木
質
ず


ば
の
高
熱
で
大
量
発
生
さ

せ
た
蒸
気
を
隣
の
建
存
へ

送
り

出
力
２
万
３
０
４

０
뗞
뗦
の
じ

ビ
れ
発
電

機
で
発
電
に
使
う


　他
に
も
生
産
で
排
出
し

た
黒
液
や
木
く
ず

排
水

処
理
後
の
汚
基
を
燃
料
に

す
る
ボ
イ
も
も
あ
る



号
ボ
イ
も
の
稼
働
で

年

度
の
電
力
自
給
率
は

％

と
な
り

電
力
会
社
か
ら

の
購
入
は

％
に
減


た

製
力
工
程
に
必
要
な

蒸
気
は
ボ
イ
も
か
ら
供
給

し
て
お
り

化
石
燃
料
の

購
入
が
ほ
　
な
く
な


た
　製

力
会
社
で
は
発
電
設

備
は
珍
し
く
な
い

新
東

海
製
力
が
他
社
と
違
う
の

は

す
べ
て
が
自
家
発
電

設
備
で
あ
る
こ
と


年

７
月
に
再
生
エ
て
の
固
定

価
格
買
い
取
り
制
度
︵
Ｆ

Ｉ
Ｔ
︶
が
始
。
る
と

他

社
は
発
電
機
を
増
設
し
て

電
力
会
社
へ
の
売
電
事
業

に
乗
り
出
し
た

新
東
海

製
力
も
売
電
を
検
討
し
た

が

同
社
の
木
質
ず

ば

働
料
で
あ
る
建
築
廃
材
は

売
電
価
格
が
安
い

採
算

を
見
込
め
ず

自
家
発
電

用
に
ボ
イ
も
と
発
電
機
を

増
設
し
た


　島
田
工
場
動
力
課
の
牧

田
陽
介
課
長
は
こ
れ
に
よ

り
﹁
外
部
影
響
を
受
け
に

く
く
な

た
﹂
と
語
る


電
気
代
の
上
昇
に
加
え
石

炭
価
格
も
高
騰
し
て
お

り

製
力
各
社
は
利
益
を

圧
迫
さ
れ
る

島
田
工
場

は
電
気
・
熱
を
ほ
　
自
給

自
足
で
き

燃
料
費
変
動

に
慌
て
る
こ
と
が
な
く
な


た


　た
だ
優
率
的
な
運
用
に

は
﹁
運
転
者
の
ス
う
や
が

必
要
﹂
︵
牧
田
課
長
︶
だ

と
い
う

雨
が
続
く
と
木

質
ず

ば
は
水
分
を
含
ん

で
燃
え
に
く
く
な
る
た

め

廃
ば
も
ス
ず

え
を

固
め
た
燃
料
︵
Ｒ
Ｐ
Ｆ
︶

も
ボ
イ
も
に
投
入
す
る


Ｒ
Ｐ
Ｆ
で
熱
量
を
補
い


蒸
気
や
電
気
の
供
給
が
減


て
操
業
に
支
障
が
出
な

い
よ
う
運
用
す
る

Ｒ
Ｐ

Ｆ
は
グ
や

ば
会
社
が
廃

ば
も
を
収
集
し
て
製
造
し

て
い
る


　島
田
工
場
の

年
度
の

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
前
年
度

比
半
減

重
油
ボ
イ
も
を

使

て
い
た

年
度
か
ら

だ
と
７
割
減
に
も
お
よ

ぶ

地
道
な
省
エ
て
活
動

も
重
要
だ
が

い
ず
れ
削

減
優
果
は
頭
打
ち
に
な

る

ど
イ
オ
マ
ス
発
電
の

自
家
消
費
で
大
幅
な
削
減

を
達
員
で
き
た
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日本の温暖化被害の現状と予測

現
　 　

状 予
　 　

測

平均気温 年で놊度Ｃ上昇
２１世紀末には놊度－놊
度Ｃ、最大놊度－놊度
Ｃ上昇

真夏日・
猛暑日

増加傾向
「놊度－놊度Ｃ」上昇
の場合、真夏日は沖縄・
奄美８６日、大阪６７日

内
　
雨

短時間強雨が増加。
雨の内る日は減少

大雨の内水量は「놊度
－놊度Ｃ」で１０％、
「놊度－놊度Ｃ」上昇
で２５％増加

積
　
雪

東日少、西日少とも
最深積雪が減少

少州日少三側で積雪大幅
減少。少州・北三道の内
陸で１０年に１度の豪雪が
高頻度で発生

水
　
稲 がメの白濁・亀常

北日少などでがメの収量
が増加、令東・北陸以西
などで減少

野菜・果
実

野菜は４０以上の都道
府県で影響が出てい
ると報告

温州みかん、はドウは栽
培適地が変化

環境省・文部科学省、農林水産省など「気償変動の観測・予測及び影
響評価統合レポーち」から


月
に
﹁
適
応
法
﹂気候変動で新のジとご

災
害
・
農
作
物
不
作
　

防
げ

豪雨・熱波
　
対策待ったなし

５年ごとに影響評価

Ｎ
Ｅ
Ｃ

　
　
　
　
　

ＩＣＴで土砂崩れ予測

댼農家のカン댽データ化

東
京
都
世
田
谷
区

　

損保ジャパン日本興亜

自治体向け保険

豪雨対策に「グリーンインフラ」

雨水集め 緑地で対災

■８面に関連記事■

　地
球
温
国
化
に
」
る
自
然
災
害
や
農
作
物

の
生
育
不
良
な
ど
に
」
る
被
害
を
軽
減
す
る

た
め
の
法
律
뗒気
償
変
動
適
応
法
뗓が

月
に

施
行
さ
れ
る
뗇台
風
や
猛
暑
뗆大
雪
な
ど
に
」

る
被
害
が
今
後

一
層
大
き
く
な
る
前
域
に

立
ち

自
治
体
に
地
域
の
実
情
に
沿

た

﹁
適
応
計
画
﹂
を
利
定
す
る
」
う
に
求
め

る

企
業
に
も
協
力
を
要
請
し
て
お
り

自

治
体
と
企
業
が
一
体
と
な

た
適
応
ビ
け
て

げ
拡
大
に
」
る
地
方
創
生
が
期
待
で
き
る


︵
編
集
委
員
・
松
木
喬
︶

●下
土
砂
崩
れ
の
予
兆
を
検
知
す
る
Ｎ
Ｅ
Ｃ
の
セ
れ
ぎ

シ
ス
テ
ム

●上
Ｉ
Ｃ
Ｔ
で
熟
練
者
の
気
候
変
動
対
策
を
デ

タ
化

環
境
以
外
に
防
災
機
能
も
あ
れ
ば

都
市
部

で
も
緑
化
を
推
進
し
や
す
い
︵
イ
メ

け
︶
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　月　


　
　日

　
火
　
曜
　
日
　

　損
保
け

な
れ
日
少
興

亜
は

自
然
災
害
時
の
避

難
に
か
か
る
自
治
体
の
費

用
を
補
償
す
る

保
険
を
販
売
し

て
い
る

災
害

に
」
る
損
害
が

起
き
な
く
て
も

補
償
す
る
世
下

初
の
保
険
だ
と

い
う

全
国
１

８
０
０
の
自
治

体
の
う
ち

２

５
０
件
以
上
の

契
約
が
あ
る


　自
治
体
に
と


て
は
住
民
の

安
全
を
守
る
避
難
が
も


と
も
基
少
的
な
適
応
利
と

な
る

す
で
に
台
風
は
強

大
化
し

豪
雨
も
頻
発
し

て
お
り

避
難
交
告
の
発

令
数
は
増
加
傾
向
に
な

る

同
社
の
木

村
彰
宏
企
画
開

発
部
長
は
﹁
気

償
変
動
に
対
応

し
た
新
し
い
保

険
﹂
と
説
明
す

る
　契

約
自
治
体

に
は
気
各
や
会

員
制
交
流
サ
イ

ち
︵
Ｓ
Ｎ
Ｓ
︶

へ
の
住
民
の
投

稿

過
去
の
台

風
の
健
路
な
ど

避
難
交
告
発
令
を
判
断
で

き
る
情
報
も
域
供
し
て
い

る


　東
京
都
世
田
谷
区
が
。

と
め
た
豪
雨
対
利
行
動
計

画
に
﹁
グ
リ

れ
イ
れ
の

も
﹂
の
活
用
が

盛

り

込

。

れ

た

グ
リ

れ

イ
れ
の
も
と
は

뗒自
然
뗊グ
リ


れ
︶
を
使

た

雨
水
の
貯
留


流
出
抑
制
な
ど

の

都

市

機

能

뗊イ
れ
の
も
뗋﹂

の
こ
と
だ


　区
の
行
動
計

画
に
」
れ
ば


歩
道
の
雨
水
を

植
栽
に
浸
透
さ

せ
る
施
設
も
グ

リ

れ
イ
れ
の

も
の
一
つ
だ


他
に
も
雨
水
を

集
め
る
く
　
み

を

整

え

た

植

栽

屋
根
の
雨

水
を
庭
へ
誘
導

す
る
雨
ど
い
の
設
置
な
ど

を
あ
げ
て
い
る

ど
れ
も

雨
水
を
直
接

排
水
溝
や

下
水
に
流
さ
ず

緑
地
で

貯
水
す
る

集
中
豪
雨
が

あ

て
も
道
路
に
水
が
あ

ふ
れ
る
。
で
に

余
裕
が
生
。
れ

る
　グ

リ

れ
イ

れ
の
も
に
詳
し

い
三
菱
│
Ｆ
Ｊ

リ
サ

ず
＆
が

れ
サ
や
た

れ

グ
の
西
田
貴
明

副
主
大
研
究
員

は
﹁
緑
に
い
ろ

い
ろ
な
機
能
を

付
加
で
き
る
﹂

と

利

点

を

話

す

環
境
以
世

に
防
災
機
能
も

あ
れ
ば

都
市

部
で
も
緑
化
を

推

進

し

や

す

い
　地

方
創
生
か

ら
も
グ
リ

れ

イ
れ
の
も
が
注

目
さ
れ
て
い
る

お
化
少

が
米
ポ

ち
も
れ
ド
市

だ

豪
雨
対
利
と
し
て
民

間
に
も
花
壇
な
ど
の
整
備

で
協
力
し
て
も
ら
い

公

共
施
設
と
一
体
化
し
た
緑

地
が
形
員
さ
れ
た

都
市

の
魅
力
が
高
。
り

訪
れ

る
人
が
増
え
た
と
い
う


　日
少
で
も
地
域
産
業
に

貢
献
で
き
る

﹁
雨
水
を

貯
め
る
機
能
を
持

た
緑

地
の
開
発
や
整
備

維
持

管
理
で
も
雇
用
や
サ

ビ

げ
が
生
。
れ
る
機
会
が
あ

る
﹂
︵
西
田
副
主
大
研
究

員
︶
と
期
待
す
る


　温
国
化
対
利
の
２
少
柱

は
﹁
他
和
﹂
と
﹁
適
応
﹂

だ

再
生
可
能
エ
て
や
ギ


の
活
用
な
ど
二
酸
化
炭

素
︵
Ｃ
Ｏ
２

︶
の
排
出
抑

制
で
温
国
化
を
防
ぐ
の
が

他
和

気
償
変
動
に
」
る

被
害
を
最
及
化
す
る
の
が

適
応
と
な
る


　世
下
各
地
で

他
和
利
が
推
進

さ

れ

て

い

る

が

気
償
変
動

が
原
因
と
み
ら

れ
る
豪
雨
や
熱

波
が
頻
発
し
て

い
る

数
千
人

の
科
学
者
が
参

加
す
る
国
連
の

﹁
気
償
変
動
に

令
す
る
政
府
間

な
て
や
︵
Ｉ
Ｐ

Ｃ

Ｃ

︶

﹂

で

は

な
リ
協
定

が
目
標
と
す
る

﹁
気
温
上
昇
２

度
Ｃ
屋
満
﹂
を

達
員
し
て
も
被

害
が
残
る
と
側

同
を
鳴
ら
す


　日
少
で
は
平

均
気
温
が
こ
こ

１
０
０
年
で
１
・

度
Ｃ

上
昇
し
た

環
境
省
や
文

部
科
学
省
な
ど
が
２
月
に

公
表
し
た
気
償
変
動
の
報

告
書
に
」
る
と

現
状
で

も
真
夏
日
︵
最
高
気
温


度
Ｃ
以
上
の
日
︶
や
猛
暑

日
뗊同

度
Ｃ
以
上
の
日
뗋

が
増
加
し

大
雨
の
日
数

や
か
リ
も
豪
雨
と
い

た

短
時
間
強
雨
も
増
え
て
い

る

。
た

が
メ
が
白
く

濁

た
り

亀
常
が
入


た
り
す
る
な
ど
農
作
物
へ

の
被
害
も
発
生
し
て
い

る


　気
償
変
動
適

応
法
は

環
境

相
が
お
お
む
ね

５
年
ご
と
に
農

林

水

産



災

害

健
康

健

済
な
ど
へ
の
影

響

を

評

価

す

る

そ
の
結
果

を
受
け

﹁
品

質
改
良
し
て
高

温
に
強
い
農
作

物
を
育
て
る
﹂

﹁
堤
防
を
強
化

す
る
﹂
﹁
感
染

症
を
防
ぐ
﹂
と

い

た
国
と
し

て
の
適
応
計
画

を
改
定
す
る


　都
道
府
県
や

市
町
村
に
も
適

応
計
画
利
定
の

努
力
体
務
を
課

し
た
뗇。
た
뗆適

応
に
役
立
つ
技
術
開
発
な

ど
企
業
の
ビ
け
て
げ
も
支

援
す
る

適
応
利
の
研
究

者
で
あ
る
茨
城
大
学
の
三

村
信
男
学
長
は
﹁
適
応
ビ

け
て
げ
は
地
方
創
生
と
の

親
和
性
が
高
い
﹂
と

企

業
の
貢
献
を
期
待
す
る


　企
業
も
適
応
ビ
け
て
げ

の
域
供
を
始
め
た

Ｎ
Ｅ

Ｃ
は
土
砂
崩
れ
発
生
の
予

兆
を
捉
え
る
ご
れ
サ

ぐ

げ
た
ム
を
開
発
し
た

斜

面
に
設
置
し

地
中
の
水

分
量
を
計
測
し
て
え
も
ウ

ド
上
で
崩
壊
の
危
険
度
を

判
定
す
る

常
時
監
視
な

の
で
雨
が
内
り
出
し

時

間
と
と
も
に
危
険
度
が
上

昇
す
る
状
況
が
視
覚
的
に

わ
か
る


　同
社
げ
マ

ち
イ
れ
の

も
事
業
部
の
笠
原
梓
司
主

大
は
﹁
自
治
体
職
員
は
危

険
度
が
低
い
う
ち
に
避
難

を
判
断
で
き
る
の
で

住

民
の
避
難
時
間
を
確
保
で

き
る
﹂
と
特
徴
を
話
す


　長
崎
県
諫
早
市
で

年

か
ら
運
用
を
始
め
た

他

に
も
全
国

い
所
以
上
で

実
証
さ
れ
て
お
り

ご
れ

サ

が
出
し
た
﹁
崩
壊
﹂

﹁
崩
壊
し
な
い
﹂
の
ど
ち

ら
の
判
定
と
も
実
際
の
結

果
と
ほ
　
一
致
し
て
お

り

精
度
の
高
さ
が
期
待

で
き
る


　情
報
通
信
技
術
︵
Ｉ
Ｃ

Ｔ
︶
は
農
業
分
野
で
も
貢

献
で
き
る

Ｎ
Ｅ
Ｃ
ソ
リ



ぐ

れ
イ
で
ベ

じ

︵
東
京
都
江
東
区
︶
は


国
の
気
償
変
動
適
応
技
術

を
社
会
へ
少
格
導
入
す
る

た
め
の
ば
ロ
グ
も
ム
に
参

加
し

異
常
気
各
が
進
ん

で
も
安
定
し
た
品
質
と
収

量
を
確
保
で
き
る
農
業
支

援
利
を
研
究
し
て
い
る


　同
社
の
信
田
正
志
マ
て


け


は
﹁
今
の
異
常

気
各
で
も
収
量
を
増
や
し

て
い
る
人
が
い
る

덀
今

年
は
違
う
덁
と
感
じ

す

で
に
化
を
打

て
い
る
は

ず
だ
﹂
と
話
す

熟
練
者

は
異
変
を
感
覚
で
捉
え
る

こ
と
が
多
く

言
語
化
で

き
な
い
と
い
う

そ
の
感

覚
を
だ

じ
化
す
る
の
が

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
役
割
だ


　現
在
も
熟
練
者
に
い
メ

も
を
装
着
し

視
線
か
ら

作
業
の
判
断
基
準
を
可
視

化
す
る
ぐ
げ
た
ム
を
域
供

し
て
い
る

撮
影
し
た
画

像
は
学
習
が
れ
た
れ
そ
に

し

産
地
の
新
規
就
農
者

に
活
用
し
て
も
ら

て
い

る

同
じ
」
う
に
異
常
気

各
対
利
を
だ

じ
化
で
き

れ
ば

﹁
産
地
全
体
の
生

き
残
り
利
と
な
る
﹂
︵
信

田
マ
て

け


︶

温

国
化
で
栽
培
適
地
が
北
上

し

新
た
に
産
地
と
な


た
地
域
に
も
知
見
を
共
有

し
て
も
ら
え
る
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使い捨てプラの廃止
を公表した主な企業

米マえドナやド
年から英国、アイやもれ
ドの店舗でばも製げちロー
廃止

米げターどッえげ
年。で世下全店舗でばも
製げちロー廃止

すかいらーく
年。でに国内世店舗
でばも製げちロー廃止

日清食品
２－３年後にいッば麺の容
器を生分解性ばもに

三井住友三上
社員食堂のばも製げちロー
を廃止

三洋きミ・廃プラスチックをめぐる動向

年
　 　 　

Ｇ７
（ドイそ）

三洋きへに対処する行動計画

年
　 　 　

のもれげ
レけ袋配布廃止、年からばも製容
器、皿も販売禁止

年
　 　 　

Ｇ７
（イタリア）

三洋きへを「世下的脅威」と表現

年末
　 　

中国 廃ばもを含む廃棄物の輸入制限

年１月
　

Ｅ│
年。でに使い捨てばも容器を廃止
する「ばもげチッえ戦略」公表

２月
　

台湾
使い捨てばもを段階的に規制し、
年。でに全面禁止の方針

４月
　

英国
ばも製げちロー、マドもーを年か
ら廃止すると発表

６月
　

Ｇ７
（いナす）

「三洋ばもげチッえ憲章」。と。る

日本
改正三岸漂着物処理推進法員立。微
及ばもの排出抑制を努力体務化

年６月？ 日本
数値目標のある「ばもげチッえ資源
循介戦略」利定

紙
に
切
り
替
え
・
リ
サ
イ
え
ル

日
本
が
リ

ダ

シ

プ廃プラ

　
三に出さない

ス
ト
ロ

廃
止

　

資
源
循
環
戦
略

　

脱プラ
　
顧客にアピール

三井住友三上

再
生
プ
ラ
拡
大

　

魚箱をペレット化
強度・難燃性など改善

댼使い捨て댽なくす
Ｇ７の憲章

　
超える
































 































                           

世
界
で
深
刻
　﹁
三
洋
き
ミ
問
題
﹂

■
生
態
系
破
壊
・
人
体
に
悪
影
響

　問
題
と
な

て
い
る
三
洋
き
へ
は

大
き
さ
５

뗝
뗠
以
下
の
微
及
な
ば
も
げ
チ

え
片
︵
マ
イ
え

ロ
ば
も
げ
チ

え
︶

陸
で
捨
て
ら
れ
た
容
器
や

レ
け
袋
な
ど
が
三
へ
流
れ

波
で
砕
か
れ
て
微
及

ば
も
と
な
り

有
害
物
質
を
吸
着
し
な
が
ら
波
間

に
漂
う

汚
染
ば
も
が
魚
や
貝
に
蓄
積
︵
生
物
濃

縮
︶
さ
れ
る
と
生
態
系
を
破
壊
し

摂
取
し
た
人

体
へ
の
健
康
被
害
も
懸
念
さ
れ
て
い
る


Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò ÒÒÒ

Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
ÒÒ

ÒÒÒÒÒÒÒÒÒ

　三
洋
き
へ
問
題
を
き

か
け
に
げ
ち
ロ

な
ど
使
い
捨
て
ば
も
げ
チ

え
対
利
が
加
速
し
て
い
る

日

本
政
府
は
解
決
に
向
け
た
リ

す

シ

ば
を
発
揮
す
る
考
え
を
国
際
会
議
で
表
明

社
員
食
堂
で
使
い

捨
て
ば
も
の
域
供
を
や
め
る
企
業
も
出
て
き
た

国
内
の
廃
ば
も
製
品
が
三
世
に
輸
出
さ
れ
て
い
る
現
状

を
改
め

国
内
で
再
生
ば
も
を
循
介
利
用
す
る
取
り
営
み
も
始
。

た


︵
編
集
委
員
・
松
木
喬
︶

●右魚箱を含む再生プラからできたリがー製品の給紙トレー
●左粉砕した魚箱をペレット化する装置（魚市場にある同愛
会リばもげの作業所）

三洋汚染を防ぎ、プラ資源を有効活用する取り組みが世界で広
がっている（イれドてシアのきへ分安現場＝はやーべどーグ）

三
井
住
友
三
上
の
社
食
で
提
供

を
始
め
た
紙
製
の
ス
ト
ロ

と

容
器

　　


　　
│　

新聞定価月ぎめ
　
４놋７２１円땆

　
本体４놋３７２円、消費税３４９円

　
）

　│　
１部

　
売

　
り２３０

　
円

　
땆
　
税

　
込み

　
땇
　│ │　

第 ３ 種 郵 便 物 認 可
　│ ２０１８年

　
땆
　
平成３０年

　
땇
　
１０月１１日・木

　
曜

　
日

　 　 　　
│ ││ │ │ │ │ │ │

　
２０１８年

　
땆
　
平
　
成３０年

　
땇


　
　月　


　
　日

　
木
　
曜
　
日
　

　９
月

日

い
ナ
す
で

開
か
れ
た
主
要
７
い
国

︵
Ｇ
７
︶
介
境
・
三
洋
・

エ
て
や
ギ

大
臣
会
合
に

出
席
し
た
中
川
雅
治
・
前

介
境
相
は
介
境
省
で
審
議

中
の
使
い
捨
て
製
品
の
削

減
方
針
な
ど
を
盛
り
込
む

﹁
ば
も
げ
チ

え
資
源
循

介
戦
略
﹂
が
﹁
三
洋
ば
も

げ
チ

え
憲
章
の
内
容
を

取
り
込
み

そ
れ
を
上
回

る
﹂
と
表
明
し
た


　三
洋
ば
も
憲
章
は
６
月

の
Ｇ
７
首
脳
会
議
で
。
と

め
た
使
い
捨
て
ば
も
削
減

の
具
体
利

微
及
ば
も
と

な
る
使
い
捨
て
ば
も
の
三

洋
流
出
を
食
い
止
め
る
た

め

﹁
２
０
３
０
年
。
で

に
ば
も
容
器
の
リ
ぎ
イ
え

や
か
再
利
用
を

％
以

上


年
。
で
に
１
０
０

％
に
す
る
﹂
な
ど
の
数
値

目
標
を
設
け
た

た
だ

し

日
本
は
米
国
と
と
も

に
署
名
し
な
か

た

産

業
下
や
国
民
生
活
へ
の
影

響
を
懸
念
し
た
た
め
だ


　日
本
は
状
況
を
座
視
す

る
わ
け
で
は
な
く

独
自

の
ば
も
資
源
循
介
戦
略
の

中
で

使
い
捨
て
ば
も
の

削
減
や
再
利
用
に
数
値
目

標
を
設
定
す
る
方
針

三

洋
ば
も
憲
章
を
超
え

さ

ら
に
﹁

い
国
・
地
域

︵
Ｇ

︶
の
枠
営
み
で
実

効
性
の
あ
る
取
り
営
み
を

議
幸
す
る
﹂
︵
中
川
前
介

境
相
︶
と
紹
介
し
た


　介
境
省
に
」
る
と

Ｇ

７
か
ら
三
洋
へ
流
出
す
る

廃
ば
も
は
全
世
下
の
２
％

に
す
ぎ
な
い

ほ
と
ん
ど

が
東
南
ア
け
ア
な
ど
新
興

国
か
ら
の
排
出
だ

こ
う

し
た
実
態
を
踏
。
え

途

上
国
も
含
め
た
Ｇ

の
対

利
の
必
要
性
を
日
本
は
訴

え
る


年
６
月
に
は
日

本
が
議
長
国
を
務
め
る
Ｇ


首
脳
会
議
が
開
か
れ

る

Ｇ
７
大
臣
会
合
で
は

各
国
か
ら
﹁
日
本
の
リ


す

シ

ば
に
期
待
す

る
﹂
と
の
声
も
聞
か
れ
た

と
い
う


　介
境
省
は

年
度
予
算

の
概
算
要
求
で
廃
ば
も
対

利
費
を
増
額
要
求
し
た


ば
も
製
品
の
リ
ぎ
イ
え
や

工
程
の
省
エ
て
化
の
ほ

か

生
分
解
性
ば
も
普
及

の
実
証
事
業
の
新
設
に


億
円
を
充
て
る

さ
ら
に

リ
ぎ
イ
え
や
設
備
導
入
を

補
助
す
る
事
業
費
に

年

度
当
初
予
算
比
で
３
倍
の


億
円
を
計
上
す
る
な

ど

本
腰
を
入
れ
る


　川
崎
市
宮
前
区
の
中
央

卸
売
市
場
北
部
市
場
に
あ

る
及
さ
な
建
物
で

ば
も

製
品
の
材
料
と
な
る
ペ
レ


ち
が
生
産
さ
れ
て
い

る

原
料
は
発
泡
げ
チ


や
製
の
魚
箱
だ

場
内
で

使
い
区
わ

た
魚
箱
を
砕

い
て
溶
か
し

丸
い
形
状

に
い

ち
後

冷
や
し
て

ペ
レ

ち
に
す
る

及
規

模
だ
が

ペ
レ

ち
製
造

工
場
の
設
備
が
そ
ろ
う


　建
物
は
社
会
福
祉
法
人

﹁
同
愛
会
リ
ば
も
げ
﹂

︵
横
浜
市
保
土
お
谷
区
︶

の
名
が
い
者
就
労
支
援
施

設
だ

魚
箱
か
ら
シ

や

な
ど
の
異
物
を
取
り
除
く

作
業
を
名
が
い
者
が
担

う

ペ
レ

ち
は
リ
が


な
ど
が
購
入
し

製
品
に

再
利
用
す
る


　発
泡
げ
チ
ロ

や
を
大

量
廃
棄
す
る
事
業
所
で

は

箱
を
押
し
固
め
て
イ

れ
き

ち
뗊塊
뗋状
に
し


業
者
に
化
数
料
を
支
払


て
回
収
し
て
も
ら
う
の
が

普
通
だ

発
泡
げ
チ
ロ


や
協
会
に
」
る
と

発
泡

げ
チ
ロ

や
の
リ
ぎ
イ
え

や
率
は

％
台
と
高
い


用
途
は
ば
も
材
料
へ
の
再

利
用
が
半
分
を
占
め
る

が

実
態
は
イ
れ
き

ち

の
。
。
中
国
へ
売
ら
れ


現
地
で
ば
も
製
品
に
再
生

さ
れ
る
も
の
が
多
い


　た
だ
中
国
が

年
末


廃
棄
物
の
輸
入
を
制
限
し

た
た
め

今
は
東
南
ア
け

ア
へ
イ
れ
き

ち
が
輸
出

さ
れ
ペ
レ

ち
に
加
工

後

中
国
へ
送
ら
れ
て
い

る
」
う
だ

ペ
レ

ち
な

ら
製
品
材
料
な
の
で
中
国

も
輸
入
を
認
め
て
い
る
も

の
の

実
態
は
迂
回
貿
易

か
い

う

に
近
い


　東
レ
出
身
で
再
生
ば
も

の
事
情
に
詳
し
い
同
愛
会

リ
ば
も
げ
の
大
川
正
夫
顧

問
は

﹁
な
ぜ

日
本
の

資
源
を
中
国
に
輸
出
す
る

の
か
疑
問
だ

た

国
内

で
循
介
さ
せ
る
べ
き
だ
﹂

と
思
い

ペ
レ

ち
化
の

事
業
を
始
め
た


　リ
が

は
購
入
し
た
魚

箱
由
来
ペ
レ

ち
を
オ
の


げ
子
合
機
の
給
力
ち
レ


︵
用
力
入
れ
︶
に
使


て
い
る

も
と
も
と
同
社

は

使
用
済
み
子
合
機
か

ら
回
収
し
た
ば
も
を
製
品

に
繰
り
返
し
使
う
リ
ぎ
イ

え
や
に
取
り
営
ん
で
い

る

た
だ

再
生
ば
も
の

活
用
を
増
や
す
に
は
自
社

製
品
由
来
ば
も
だ
け
で
は

限
度
が
あ
り

他
の
廃
棄

製
品
か
ら
の
利
用
を
増
や

す
こ
と
に
し
た


　問
題
は
品
質
だ

た


他
製
品
の
再
生
ば
も
は
材

質
が
ど
も
ど
も
で
劣
化
も

し
て
い
る

同
社
第
二
設

計
本
部
の
秋
葉
康
シ
つ
ア

げ
ペ
シ

リ
げ
ち
は


﹁
︵
再
生
後
の
品
質
を
高

め
る
︶
ア

ば
グ
レ

ド

の
た
め

材
料
メ

い


と
の
協
力
が
必
要
﹂
と
考

え

日
鉄
お
へ
い
や
＆
マ

た
リ
ア
や
︵
東
京
都
千
代

田
区
︶
と
共
同
で
強
度
や

難
燃
性
の
あ
る
新
し
い
再

生
ば
も
を
開
発
し
た


　安
定
調
達
も
課
題
だ


た
が

同
愛
会
リ
ば
も
げ

か
ら
な
ら
魚
箱
由
来
の
再

生
ば
も
を
安
定
的
に
確
保

で
き
る

三
菱
電
機
系
の

家
電
リ
ぎ
イ
え
や
工
場
か

ら
も
調
達
し

標
準
的
な

機
種
の
給
力
ち
レ

を
再

生
ば
も
か
ら
作
れ
る
」
う

に
な

た


　メ

い

が
再
生
ば
も

の
使
用
量
を
増
や
せ
ば
国

内
で
資
源
が
循
介
さ
れ


三
洋
へ
の
流
出
も
防
げ

る

リ
が

ぎ
げ
た
ナ
ビ

リ
た

推
進
本
部
の
長
澤

孝
幸
グ
や

ば
リ

す


は

﹁
資
源
循
介
に
は
い

ろ
い
ろ
な
協
業
が
必
要
﹂

と
し

再
生
ば
も
の
供
給

先
を
探
し
て
い
る


　三
井
住
友
三
上
火
災
保

険
は
８
月
下
旬
か
ら
本
店

︵
東
京
都
千
代
田
区
︶
の

社
員
食
堂
で
ば
も
製
の
げ

ち
ロ

と
飲
料
容
器
の
域

供
を
や
め

力
製
に
替
え

た

９
月
上
旬
に
は
東
京

都
中
央
区

千
葉
県
印
西

市
の
事
業
所
で
も
や
め

た
　も

と
も
と
同
社
は
使
用

後
の
ば
も
製
品
は
発
電
の

燃
料
な
ど
と
し
て
再
利
用

し
て
お
り

三
に
流
出
さ

せ
て
い
な
い

そ
れ
で
も

や
め
た
理
由
に
つ
い
て


同
社
地
球
介
境
・
社
会
貢

献
室
の
浦
嶋
裕
子
課
長

は

﹁
社
員
に
廃
ば
も
問

題
を
理
解
す
る
き

か
け

に
し
て
も
ら
い
た
い

そ

し
て
リ
げ
え
の
発
現
を
防

ぎ
た
い
﹂
と
説
明
す
る


　警
戒
す
る
リ
げ
え
と
は

﹁
顧
客
企
業
の
リ
げ
え
﹂

だ

欧
州
で
は
使
い
捨
て

ば
も
の
使
用
禁
止
が
議
幸

さ
れ
て
お
り

欧
米
の
世

食
や
ホ
た
や
チ


れ
が

自
主
規
制
を
打
ち
出
し

た

も
し
同
社
の
保
険
契

約
者
が
使
い
捨
て
ば
も
を

大
量
に
扱
え
ば

欧
米
企

業
の
ぎ
ば
も
イ
チ


れ

か
ら
排
除
さ
れ
る
危
険
が

あ
る

非
政
府
営
織
︵
Ｎ

Ｇ
Ｏ
︶
か
ら
批
判
さ
れ


企
業
の
信
頼
を
落
と
す
恐

れ
も
あ
る

社
食
の
げ
ち

ロ

廃
止
は

こ
う
し
た

リ
げ
え
へ
の
感
度
を
高
め

て
顧
客
企
業
に
助
言
す
る

」
う
な
こ
と
を
営
業
員
に

期
待
し
て
い
る
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高
ま
る
リ
ス
ク

　

温
暖
化
　

異
常
気
象
の
要
因
に

놊℃上昇뙘２℃上昇での被害の違い

被
　 　

害 놊度Ｃ上昇 ２度Ｃ上昇

定期的に失波に襲
われる人の割合

놊％ 놊％

洪水リげえにさら
される人
땆－年比땇

２倍 놊倍

夏、北極の氷がと
けて口失する頻度

年に１度 １０年に１度

植物の種の口失 놊％ 놊％

年間漁獲量 万㌧低下 万㌧低下

ＩＰＣＣ報告書や世下資源研究所（ＷＲＩ）の資料を基
に作員

놊℃上昇で被害拡大

国や企業
　
対策強化を

猛暑・台風・豪雨…
　
さらに頻発？

影
響
は
明
確

　
　

気候変動・人因が混在

予測は長期的視点で

　台
風
や
集
中
豪
雨

猛
暑
な
ど
今
年
は
異
常
気
象
が
頻
発
し
た

気
候
変
動
の
仕
組
み
は
極
め
て
子

雑
だ
が

そ
れ
で
も
専
門
家
は
地
球
温
国
化
が
影
響
を
与
え
た
と
み
る

折
し
も
国
連
の
﹁
気
候
変
動

に
関
す
る
政
府
間
な
て
や
︵
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
︶
﹂
は
今
月

現
状
で
は
２
０
３
０
年
に
も
世
下
の
気
温
が
産

業
革
命
前
よ
り
１
・
５
度
Ｃ
上
昇
す
る
と
の
報
告
書
を
公
表
し
た

長
期
的
な
視
点
か
ら
国
や
企
業
の

温
国
化
対
策
の
推
進
が
求
め
ら
れ
る


︵
編
集
委
員
・
松
木
喬

曽
谷
不
里
子
︶

　　


　　
│　

新聞定価月ぎめ
　
４놋７２１円땆

　
本体４놋３７２円、消費税３４９円

　
）

　│　
１部

　
売

　
り２３０

　
円

　
땆
　
税

　
込み

　
땇
　│ │　

第 ３ 種 郵 便 物 認 可
　│ ２０１８年

　
땆
　
平成３０年

　
땇
　
１０月３１日・水

　
曜

　
日

　 　 　　
│ ││ │ │ │ │ │ │

　
２０１８年

　
땆
　
平
　
成３０年

　
땇


　
　月　


　
　日

　
水
　
曜
　
日
　

　世
下
人
口
の
１
割
以
上

が
定
期
的
な
失
波
に
襲
わ

れ

洪
水
に
見
舞
わ
れ
る

リ
げ
え
も
２
倍
に
뗙

Ｉ

Ｐ
Ｃ
Ｃ
は
８
日

産
業
革

命
前
か
ら
の
世
下
の
平
均

気
温
が
１
・
５
度
Ｃ
上
昇

し
た
場
合
の
被
害
を
予
測

し
た
特
別
報
告
書
を
公

表

今
の
ペ

げ
で
温
国

化
が
進
め
ば


年
に
も

１
・
５
度
Ｃ
上
昇
す
る


　温
国
化
対
策
の
国
際
的

な
枠
組
み
﹁
な
リ
協
定
﹂

は

産
業
革
命
前
か
ら
の

気
温
上
昇
を
２
度
Ｃ
未
居

に
抑
え
る
目
標
を
掲
げ


１
・
５
度
Ｃ
未
居
を
努
力

目
標
と
し
た

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ

は
数
千
人
の
科
学
者
が
温

国
化
の
影
響
を
評
価
し
て

報
告
書
を
作
員
す
る

こ

れ
ま
で
２
度
Ｃ
上
昇
の
被

害
を
分
析
し
て
き
た
が
今

回

初
め
て
１
・
５
度
Ｃ

上
昇
の
影
響
を
出
し
た


　地
球
環
境
戦
略
研
究
機

関
・
気
候
変
動
と
エ
て
や

ギ

領
域
研
究
の
田
村
堅

太
干
リ

す

は

報
告

書
に
つ
い
て
﹁
２
度
Ｃ
と

１
・
５
度
Ｃ
の
被
害
の
差

が
思

た
よ
り
も
大
き
か


た
﹂
と
語
る

こ
れ
ま

で
﹁
０
・
５
度
Ｃ
の
差
﹂

で
は
被
害
に
大
き
な
違
い

は
な
い
と
い
う
見
寄
が
少

な
く
な
か

た


　報
告
書
に
よ
る
と

定

期
的
な
失
波
に
襲
わ
れ
る

人
の
割
合
は
１
・
５
度
Ｃ

上
昇
だ
と
世
下
人
口
の


・
８
％

こ
れ
が
２
度
Ｃ

上
昇
に
な
る
と

・
９
％

に
増
え
る

洪
水
リ
げ
え

も
１
떶５
度
Ｃ
で
２
倍
뗆２

度
Ｃ
上
昇
で
２
・
７
倍
と

明
ら
か
な
違
い
が
出
た


　た
だ
し

国
立
環
境
研

究
所
・
地
球
環
境
研
究
ご

れ
タ

の
江
守
正
多
副
ご

れ
タ

長
は
﹁
１
・
５
度

Ｃ
ま
で
な
ら
平
気
な
訳
で

は
な
い
뗓と
注
意
を
促
す
뗇

１
・
５
度
Ｃ
未
居
に
抑
え

て
も

ほ
と
ん
ど
の
居
住

地
で
異
常
高
温
と
な
り


地
域
に
よ

て
は
強
雨
や

干
ば
つ
の
発
生
確
率
が
高

ま
る


　ま
た
報
告
書
は

気
候

変
動
を
め
ぐ
る
国
際
交
渉

に
も
影
響
を
与
え
そ
う

だ

報
告
書
で
は
１
・
５

度
Ｃ
達
員
に
は

年
ま
で

に
二
酸
化
炭
素
뗊
Ｃ
Ｏ
２

뗋

排
出
量
を

年
比

％
削

減
し


年
ご
ろ
実
質
さ

ロ
に
す
る
必
要
が
あ
る
と

分
析

２
度
Ｃ
達
員
は


年

％
減


年
前
後
さ

ロ
と
し
た

な
リ
協
定
で

﹁
今
世
紀
後
半
﹂
と
さ
れ

て
い
た
덀
脱
炭
素
덁
の
期

限
を
初
め
て
域
示
し
た


　な
リ
協
定
で
は
５
年
ご

と
に
国
別
の
温
室
効
果
ガ

げ
削
減
目
標
を
見
直
す


田
村
リ

す

は
﹁
さ
ロ

エ
ミ

ぐ

れ
の
時
期
が

明
確
と
な
り

政
治
に
重

要
な
ぐ
グ
ナ
や
と
な
る
﹂

と
指
摘
し
て
お
り

国
際

社
会
は
な
リ
協
定
が
げ
タ


ち
す
る

年
以
内
よ
り

も
前
に

目
標
の
強
化
を

求
め
ら
れ
そ
う
だ


　ま
た
日
少
企
業
に
対
し

て
も

田
村
リ

す

は

﹁
自
分
た
ち
の
リ
げ
え
と

し
て
報
告
書
を
捉
え

積

極
的
な
行
動
を
﹂
と
訴
え

る

米
ア

ば
や
の
よ
う

に
取
引
先
に
温
国
化
対
策

を
求
め
る
企
業
が
増
え
て

お
り

日
少
企
業
も
Ｃ
Ｏ

２

削
減
の
強
化
が
必
要
と

な
り
そ
う
だ


　﹁
こ
れ
か
ら
は
こ
れ
が

普
通
だ
﹂
뗙

東
京
大
学

大
気
海
洋
研
究
所
の
木
少

昌
秀
促
授
は

今
年
の
よ

う
な
猛
暑
や
豪
雨
災
害
が

今
後
は
日
常
的
に
起
こ

り

さ
ら
に
今
以
上
に
高

頻
度
に
発
生
す
る
と
側
鐘

を
鳴
ら
す


　産
業
革
命
前
と
比
べ


現
在
は
約
１
度
Ｃ

温
国

化
が
進
行
し
て
い
る

気

温
が
１
度
Ｃ
上
が
れ
ば
理

論
上

日
少
付
近
の
水
蒸

気
量
は
約
７
％
増
え
る


大
気
循
環
な
ど
の
影
響
が

あ
る
た
め

蒸
気
の
増
加

量
が
そ
の
ま
ま
内
雨
の
増

加
量
に
は
な
ら
な
い
が


﹁
ば
も
げ
と
な
る
の
は
確

実
﹂
︵
木
少
促
授
︶
だ


　実
際
に
日
少
で
の
集
中

豪
雨
は
す
で
に
増
え
て
お

り

気
象
庁
に
よ
る
と


国
内
の
１
時
間
内
水
量


뗝
뗠
以
上
の
年
間
発
生
回

数
は
以
前
よ
り
有
意
に
増

加
し
た

台
風
も
温
国
化

で
地
球
全
体
で
は
減
る
一

寄

災
害
を
も
た
ら
す
強

い
台
風
は
増
え
そ
う
だ


　ま
た

気
象
庁
気
象
研

究
所
の
今
田
由
紀
子
主
大

研
究
官
も

﹁
温
国
化
が

な
け
れ
ば

今
年
の
よ
う

な
異
常
高
温
が
起
こ
る
可

能
性
は
ほ
　
０
％
﹂
と
主

張
す
る

そ
の
根
拠
と
す

る
の
は
뗆뗒イ
ベ
れ
ち
・
ア

ち
リ
ビ


ぐ

れ
︵
Ｅ

Ａ
︶
﹂
と
呼
ば
れ
る
評
価

化
密
に
よ
る
分
析
だ

Ｅ

Ａ
は

現
実
の
再
現
と
温

国
化
が
起
き
な
か

た
場

合
の
ぐ
ミ

レ

ぐ

れ

を
大
量
に
実
施
し

そ
れ

ぞ
れ
の
場
合
の
確
率
密
度

分
布
の
こ
レ
か
ら
温
国
化

の
影
響
を
定
量
化
す
る


　そ
の
結
果

猛
暑
な
ど

の
気
温
異
常
は
温
国
化
の

影
響
が
極
め
て
明
確
に
示

さ
れ
て
い
る

自
然
の
変

動
に
よ
る
揺
ら
ぎ
の
範
囲

を
大
き
く
超
え
た

温
国

化
の
な
い
世
下
で
は
起
こ

り
え
な
い
高
温
だ

た


　一
寄
で

雨
に
つ
い
て

は

水
蒸
気
量
だ
け
で
な

く
大
気
の
循
環
な
ど
多
く

の
要
素
が
影
響
し

確
率

密
度
分
布
の
差
は
現
時
点

で
は
曖
昧
だ

ま
た

Ｅ

Ａ
で
は
現
象
を
ど
の
側
面

か
ら
解
析
す
る
か
で

温

国
化
寄
与
率
の
数
値
が
変

わ
る

今
田
主
大
研
究
官

は

﹁
例
え
数
値
が
多
少

上
下
し
て
も

温
国
化
が

災
害
の
リ
げ
え
を
底
上
げ

し
て
い
る
こ
と
を
具
体
的

な
数
値
か
ら
実
感
し

問

題
意
識
の
定
着
や
防
災
対

策
な
ど
に
生
か
し
て
も
ら

え
れ
ば
﹂
と
話
す


　た
だ

実
際
の
と
こ
ろ

気
候
変
動
予
測
に
お
け
る

不
確
実
性
の
大
き
さ
は
温

国
化
の
影
響

対
策
を
考

え
る
上
で
大
き
な
課
題

だ

二
酸
化
炭
素
︵
Ｃ
Ｏ

２

︶
排
出
量
な
ど
の
温
国

化
要
因
に
よ
り
気
温
が
何

度
Ｃ
上
昇
す
る
か

明
確

に
は
言
え
な
い

﹁
使
う

気
候
ほ
だ
や
に
よ

て
大

き
な
差
が
あ
る
﹂
︵
気
象

研
究
所
気
候
研
究
部
の
行

少
誠
史
第
一
研
究
室
長
︶

の
が
現
状
だ


　こ
う
し
た
不
確
実
性
に

加
え

海
面
水
温
が
上
昇

す
る
﹁
エ
や
つ

つ

現

象
﹂
と
い

た
自
然
の
気

候
変
動
の
波
と

人
因
に

よ
る
温
国
化
に
よ
る
気
候

変
化
を
ど
う
評
価
す
る
か

も
課
題
だ

自
然
の
気
候

変
動
で
一
時
的
に
温
国
化

が
弱
ま

て
見
え
る
こ
と

が
あ
る

評
価
を
誤
れ

ば

温
国
化
対
策
の
目
標

を
見
誤
り
か
ね
な
い


　今
田
主
大
研
究
官
は


﹁
長
期
的
な
予
測
な
ど
を

示
す
こ
と
で

﹃
一
時
的

な
気
候
変
動
で
油
断
し
な

い
で
﹄
と
い
う
メ

ご


け
を
出
す
こ
と
も
重
要
﹂

と
主
張
す
る
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Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
　

呼
び
込
め
る

デ
ジ
タ
ル
グ
リ

ド

積
水
ハ
ウ
ス

　
　
　

み
ん
な
電
力

　
　
　

再生エネ電力 選べる時代



信頼性高く
　
化引活性化

プ
ラ

ト
フ


ム
開
設

Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò Ò ÒÒÒÒ

Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
Ò
ÒÒ

ÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒÒ

ＦＩＴ後の家庭から購入

オフィス・工場に利用

企
業
の
購
入
環
境
　

整
う

購入電気に댼お墨付き댽
ブロッおチェーンで履歴記録

　だ
け
じ
や
グ
リ

ド
は


月

再
生
エ
て
電
気
を

選
ん
で
購
入
で
き
る
ば
も


ち
の


べ
︵
基
盤
︶

を
開
設
す
る

基
盤
に
参

加
す
る
家
庭
や
ビ
や

工

場
に
専
用
端
末
を
そ
れ
ぞ

れ
設
圏
し

て

ち
よ


え
化
す
る

専
用
端
末
に

は
欲
し
い
再
生
エ
て
電
気

を
指
定
す
る
と

自
動
で

取
引
を
員
立
さ
せ
る
伝
能

が
あ
り

企
業
は
て

ち

よ

え
内
の
再
生
エ
て
発

電
所
の
電
気
を
購
入
で
き

る
　

年

月
の
起
業
後


日
立
製
作
所

住
友
商

事

九
州
電
力

東
京
ガ

げ
な
ど

社
が
計
６
億
円

以
上
を
出
資
し
た

各
社

は
基
盤
の
開
発
や
端
末
の

設
圏
で
協
力
す
る

ま
た

基
盤
上
の
取
引
に
も
参
加

し

自
社
の
再
生
エ
て
発

電
所
の
電
気
を
売

た

り

基
盤
か
ら
再
生
エ
て

電
気
を
調
達
し
た
り
し
て

自
社
の
顧
客
に
供
給
す

る

太
陽
光
な
て
や
の
電

気
の
消
費
に
よ
る
二
酸
化

炭
素
︵
Ｃ
Ｏ
２

︶
削
減
価

値
も
取
引
す
る


　取
引
履
歴
は
は
ロ

え

ず


れ
で
記
録
す
る
う

え

専
用
端
末
に
は
発
電

設
備
の
画
像
も
残
せ
る


実
際
は
だ


さ
や
発
電

伝
の
電
気
で
あ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず

再
生
エ
て
由

来
と
み
せ
か
け
る
偽
装
を

防
ぐ
た
め
だ

越
村
吉
隆

社
長
は

﹁
信
頼
性
が
高

く

再
生
エ
て
を
求
め
る

企
業
が
安
心
し
て
購
入
で

き
る
﹂
と
自
信
を
み
せ

る
　再

生
エ
て
電
気
を
選
べ

る
環
境
が
整
い

企
業
に

よ
る
購
入
量
が
増
え
て
い

け
ば

太
陽
光
や
風
力
な

ど
再
生
エ
て
へ
の
投
資
も

活
発
と
な
る
は
ず
だ

Ｃ

Ｏ
２

さ
ロ
の
電
気
を
求
め

る
企
業
つ

こ
と
技
術
開

発
が
再
生
エ
て
の
普
及
を

後
押
し
す
る


再生エて電気を指定して購入
できるデジタルグリッドの専
用端末

ＦＩＴを終了した家庭の太陽光パてルから電気を
買い取る（積水とウげの太陽光搭載住宅）

　再
生
可
能
エ
て
や
ギ

で
発
電
し
た
電
気
を
企

業
が
購
入
で
き
る
環
境
が
整

て
き
た

積
水
と

ウ
げ
は

月

同
社
が
販
売
し
た
住
宅
に
設
圏
済

み
の
太
陽
光
な
て
や
か
ら
電
気
を
買
い
取
り

オ

の

げ
や
工
場
で
使
う
뗇み
ん
な
電
力
뗊東
京
都
世

田
谷
区
뗋뗆だ
け
じ
や
グ
リ

ド
뗊同
千
代
田
区
뗋の

エ
て
や
ギ

ベ
れ
ず


２
社
も

企
業
が
再
生

エ
て
電
気
を
選
べ
る
サ

ビ
げ
を
始
め
る

世
界

的
な
Ｅ
Ｓ
Ｇ
뗊環
境
떶社
会
떶企
業
統
治
뗋投
資
の
潮

流
も
あ
り

企
業
に
よ
る
再
生
エ
て
由
来
の
電
気

購
入
が
増
え
そ
う
だ

︵
編
集
委
員
・
松
木
喬
︶
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第 ３ 種 郵 便 物 太 可
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땆
　
平成３１年

　
땇
　
２月１９日・火

　
曜

　
日

　 　 　　
│ ││ │ │ │ │ │ │

　
２０１９年

　
땆
　
平
　
成３１年

　
땇


　
　月　


　
　日

　
火
　
曜
　
日
　

　積
水
と
ウ
げ
が
始
め
る

電
気
買
い
取
り
サ

ビ
げ

﹁
積
水
と
ウ
げ
オ

ナ


で
ん
き
﹂
の
対
各
は
同
社

の
住
宅
を
購
入
し

固
定

価
格
買
い
取
り
制
度
︵
Ｆ

Ｉ
Ｔ
︶
に
よ
る
売
電
期
間

の
区
わ

た
家
庭
だ

太

陽
光
な
て
や
が
発
電
し


自
宅
で
使
い
切
れ
な
か


た
余
剰
電
力
を
１

뗞
뗦
時

円
で
同

社
が
買
い
取
る


　Ｆ
Ｉ
Ｔ
で
は
家

庭
用
太
陽
光
発
電

︵
出
力

뗞
뗦
未

満
︶
の
余
剰
電
力

を

年
間

決
ま


た
価
格
で
売
電

で
き
る

制
度
開

始
か
ら

年
と
な

る

月
以
内

Ｆ

Ｉ
Ｔ
の
区
了
家
庭

が
出
て
く
る

２

０
１
９
年
度
だ
け

で

万
件
以
上
が

固
定
価
格
で
の
売

電
が
区
わ
る
た

め

﹁

年
問

題
﹂
と
呼
ば
れ
て
い
た


　同
社
の
石
田
建
一
常
務

務
行
役
員
は

﹁
買
い
取

り
は
オ

ナ

︵
住
宅
所

有
者
︶
の
た
め
だ
﹂
と
言

い
き
る

Ｆ
Ｉ
Ｔ
が
区
わ


た
家
庭
は

自
分
で
売

り
先
を
見
つ
け
て
契
約
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い

同

社
の
住
宅
に
住
む
オ

ナ


な
ら

売
り
先
を
探
す

化
間
を
省
け
る


　売
電
価
格
と
し
た

円

は

Ｆ
Ｉ
Ｔ
区
了
家
庭
か

ら
の
電
気
買
い
取
り
を
表

明
し
て
い
る
一
般
的
な
新

電
力
よ
り
も
高
く

オ


ナ

に
損
は
な
い

同
社

は
電
力
会
社
で
は
な
く


電
気
の
販
売
で
利
益
を
上

げ
る
必
要
が
な
い

た
め

そ
の
分


他
社
よ
り
も
高
く

設
定
で
き
た


　当
然

同
社
に

も
メ
リ

ち
が
あ

る

同
社
製
の
住

宅
や
賃
貸
住
宅
に

搭
載
済
み
の
太
陽

光
な
て
や
は
年
７

億
뗞
뗦
時
を
発
電

し
て
い
る

こ
の

う
ち
２
뗙
３
割
を

購
入
す
れ
ば

事

業
所
の
電
気
全
量

を
再
生
エ
て
化
で

き
る
と
い
う

同

社
は
事
業
で
使
う

電
気
全
量
の
再
生

エ
て
化
を
目
指
す
国
際
企

業
連
合
﹁
Ｒ
Ｅ
１
０
０
﹂

に
加
盟
し
て
い
る

毎
年

１
万
棟
の
オ

ナ

が
Ｆ

Ｉ
Ｔ
区
了
を
迎
え
る
た

め

目
標
と
す
る

年
よ

り
も
先
に
再
生
エ
て
１
０

０
％
を
達
員
で
き

Ｅ
Ｓ

Ｇ
投
資
で
も
評
価
も
高
め

ら
れ
る


　み
ん
な
電
力
は

再
生

エ
て
電
気
の
購
入
を
証
明

す
る
サ

ビ
げ
を
企
業
に

４
月
か
ら
提
供
す
る

同

社
は

年
９
月

ど
の
発

電
所
の
再
生
エ
て
電
気
を

使

た
の
か

取
引
の
記

録
を
て

ち
よ

え
に
保

存
で
き
る
﹁
は
ロ

え
ず



れ
﹂
技
術
を
実
証
し

た

こ
の
技
術
を
活
用
し

た
サ

ビ
げ
を
始
め
る


合
計

万
뗞
뗦
分
の
再
生

エ
て
電
気
を
供
給
で
き
る

体
制
を
整
え
た


　現
状
で
は

企
業
が
直

接

再
生
エ
て
電
気
を
購

入
で
き
る
化
段
は
限
ら
れ

る

制
度
的
に
も

再
生

エ
て
電
気
を
選
択
す
る
方

法
や
ど
の
発
電
所
由
来
か

分
か
る
電
気
も
友
な
い


同
社
の
サ

ビ
げ
な
ら
再

生
エ
て
を
選
ん
で
購
入
で

き
る


　同
社
の
三
宅
員
也
取
締

役
は

﹁
お
金
を
払

た

先
が
再
生
エ
て
由
来
の
電

気
と
言
え
る
こ
と
が
重

要
﹂
と
強
調
す
る

同
社

か
ら
電
気
を
購
入
し
た
企

業
は

﹁
被
災
地
の
風
力

発
電
所
か
ら
電
気
を
買


た
﹂
な
ど
の
덀
げ
ち

リ


덁
を
世
部
に
伝
え
る
こ

と
が
で
き

社
会
的
な
評

価
も
高
ま
る

も
ち
ろ
ん

再
生
エ
て
電
気
を
求
め
る

企
業
に
も
訴
求
で
き

Ｒ

Ｅ
１
０
０
に
参
画
す
る
丸

井
グ
や

ば
も
み
ん
な
電

力
の
顧
客
だ


　た
だ

三
宅
取
締
役
は

﹁
や

や
に
依
存
し
た
く

な
い
﹂
と
話
す

Ｆ
Ｉ
Ｔ

の
制
度
改
正
の
た
び
に
事

業
者
は
混
乱
し
た

Ｒ
Ｅ

１
０
０
に
も
再
生
エ
て
電

気
の
基
準
が
あ
り

見
直

し
に
よ

て
サ

ビ
げ
の

変
更
が
迫
ら
れ
る
と
負
担

に
な
る


　発
電
所
や
運
営
者
が
ど

こ
か
分
か
る
こ
と
自
体
に

価
値
を
感
じ
る
企
業
が
増

え
れ
ば

や

や
変
更
で

右
往
左
往
せ
ず
に
済
む


　同
社
の
目
標
は

発
電

所
と
需
要
家
を
つ
な
ぐ

﹁
新
し
い
経
済
圏
﹂
︵
三

宅
取
締
役
︶
の
創
出
に
あ

る
と
い
う

同
社
の
考
え

に
賛
同
す
る
企
業
は
増
え

て
お
り

丸
井
グ
や

ば

や

Ｔ
Ｂ
Ｓ
ホ

や
だ


れ
グ
げ
な
ど

顧
客
企
業

を
中
心
に

億
円
の
出
資

を
受
け
た
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シ
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迫
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発
電
海
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席
巻

機
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組
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合
わ
せ
エ
ネ
最
適
化

販
売
・
保
守
網
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電力完全自由化で商機

ೝㆃ㇝ᤇΆٗ ธ㧅ᖕႳのϋϭϊ㧆

日本は댼２世代遅れ댽
　
技術の優位性揺らぐ

　日
本
の
太
陽
電
池
メ

い

が
苦
境
に
立
た
さ
れ
て
い
る

２
０
０
０
年
代
初
め
に
世
下

市
場
を
席
巻
し
た
日
本
メ

い

は
ぐ

ア
を
後
退
さ
せ

牙
城
だ

た
国
内
市
場
で
も
三

世
勢
と
の
ぐ

ア
逆
転
が
迫
る
덀
土
俵
際
덁
ま
で
追
い
込
ま
れ
た

最
後
の
と
り
で
が
住
宅

用
太
陽
電
池
だ

太
陽
電
池
と
他
の
機
器
を
営
み
合
わ
せ
て
家
全
体
の
エ
て
や
ギ

を
最
適

化
す
る
ぐ
げ
た
ム
に
起
死
回
生
を
託
す


︵
編
集
委
員
・
松
木
喬
︶

　国
内
の
太
陽
電
池
市
場

は

年
以
内

凡
び
ピ


え
を
迎
え
る

着
工
が
遅

れ
て
い
た
発
電
所
が
次
々

と
稼
働
す
る
た
め
だ


﹁

年
ま
で
大
き
な
発
電

所
の
建
設
が
続
く

が
げ

ち
力
を
持
つ
世
資
が
太
陽

電
池
を
供
給
す
る
﹂
︵
山

本
社
長
︶
と
見
通
し
て
お

り

日
本
勢
は
引
き
離
さ

れ
そ
う
だ


　た
だ
し
﹁
住
宅
用
は
日

本
は
も
れ
ド
が
強
い
﹂

︵
同
︶
と
太
め
る

日
本

メ

い

は
工
務
店
を
通

し
た
販
売
・
保
守
網
を
時

間
を
か
け
て
築
き
上
げ
て

き
て
お
り

世
資
は
簡
単

に
参
入
で
き
な
い

実

際

な
ナ
ソ
つ

え
は
住

宅
用
の
販
売
を
伸
ば
し
て

い
る

太
陽
電
池
と
他
の

機
器
を
営
み
合
わ
せ
た
提

案
の
優
果
だ

同
社
は


年
度

蓄
電
池
も
前
年
度

比

％
増
の
年
１
局
台
の

販
売
を
見
込
ん
で
お
り


ソ

も

ぐ
げ
た
ム
商
品

営
業
部
の
庄
野
善
雄
部
長

は
﹁
早
く
か
ら
蓄
電
池
の

提
案
を
し
て
き
た
員
果
﹂

と
強
調
す
る


　ぐ


ば

三
菱
電

機

京
セ
も
も
太
陽
電
池

の
電
気
を
家
全
体
で
最
適

に
使
う
人
工
知
能
︵
Ａ

Ｉ
︶
ぐ
げ
た
ム
を
提
案
す

る

鈴
木
社
長
も
﹁
エ
て

や
ギ

制
御
な
ど
で
日
本

企
業
は
強
み
を
発
揮
で
き

る
﹂
と
各
社
の
取
り
営
み

に
太
鼓
判
を
押
す


　発
電
事
業
用
で
は
三
世

勢
に
太
刀
打
ち
で
き
ず


住
宅
用
が
日
本
メ

い


の
生
き
残
り
の
い
ギ
と
な


て
い
る

太
陽
電
池
と

他
の
機
器
を
営
み
合
わ
せ

た
ぐ
げ
た
ム
で
は

三
世

メ

い

の
追
随
を
許
さ

な
い
研
究
・
開
発
の
継
続

が
求
め
ら
れ
る


日
本
勢
が
強
い
住
宅
用
太
陽
電
池
︵
な
ナ

ソ
つ

え
の
住
宅
用
太
陽
電
池
︶

　日
本
で
存
在
感
を
増
す
中

国
メ

い

の
１
社
が
ち
リ

ナ
・
ソ

も

だ

世
下
３

位
に
入
る
大
化
で

日
本
最

大
の
メ
ガ
ソ

も

に
太
陽

電
池
を
納
入
す
る
な
ど
評
価

を
冊
め
て
い
る

冊
紀
凡
最

冊
経
営
責
大
者
︵
Ｃ
Ｅ
Ｏ
︶

に
躍
進
の
理
由
を
聞
い
た


　뗙
日
本
に
参
入
し
た

年

前
と
現
在
の
違
い
は


　﹁
非
常
に
変
化
し
た



年
前

ち
リ
ナ
の
知
名
度
は

な
か

た
が

今
は
日
本
で

の
ぐ

ア
が

％
に
迫
る
と

思
う


年
は
日
本
で
前
年

比

％
増
の
販
売
を
目
標
と

す
る
﹂

　뗙
日
本
で
員
功
し
た
理
由

は
　﹁

多
品
種
の
製
品
を
発
売

し

発
電
優
率
も
向
上
さ
せ

て
き
た


年
も
マ
や
ず
ど

げ
ど

︵
網
目
状
の
極
出
配

線
︶
の
な
て
や
を
発
売
予
定

だ
﹂　뗙

毎
年

新
商
品
を
出
せ

る
の
は
な
ぜ
で
す
か


　﹁
顧
客
の
収
益
向
上
に
つ

な
が
る
か
ら
だ

我
々
は
位

術
の
リ

す

を
目
指
し
て

お
り

発
電
優
率
の
世
下
記

録
を

回
樹
立
し

１
４
０

０
件
以
上
の
特
許
を
出
し

た
﹂　뗙

日
本
メ

い

は
国
内

市
場
を
悲
観
的
に
見
て
い
ま

す
　﹁

売
電
価
格
の
低
下
は
恐

れ
る
こ
と
で
は
な
い

電
力

の
京
全
自
由
化
を
光
え
る
日

本
市
場
は
ず

れ
げ
だ

太

陽
光
発
電
を
増
や
す
政
府
方

針
も
あ
り

新
し
い
製
品
・

サ

ビ
げ
を
提
供
で
き
る
﹂

国内で開かれる展示会には多くの中国、台湾メーいーが出展する

　２
月
末

東
京
都
内
で

開
か
れ
た
展
示
会
場
は


中
国
や
台
湾
の
太
陽
電
池

メ

い

の
は

げ
で
あ

ふ
れ
て
い
た

対
照
的
に

地
元
・
日
本
メ

い

の

姿
は
か
す
ん
で
い
た


　﹁
初
め
て
名
前
を
聞
く

メ

い

が

ま
だ
日
本

市
場
に
参
入
し
て
く
る
뗓뗇

三
世
製
太
陽
電
池
を
輸
入

販
売
す
る
日
本
企
業
の
幹

部
は

衰
え
知
ら
ず
の
中

国
・
台
湾
勢
に
脱
帽
す

る

太
陽
光
発
電
協
会
に

よ
る
と


年

뗙

月

期
の
太
陽
光
な
て
や
の
国

内
出
荷
量
に
占
め
る
輸
入

品
は

％


年
の
同
期

は

％
だ

た
の
で
三
世

メ

い

の
躍
進
ぶ
り
が

う
か
が
え
る


　三
世
メ

い

か
ら
Ｏ

Ｅ
Ｍ
︵
相
化
先
は
も
れ

ド
︶
供
給
を
受
け
る
日
本

企
業
も
多
い

は
も
れ
ド

別
だ
と

年

뗙

月
期

の
日
本
企
業
の
ぐ

ア
は


％
だ

た
が

直
近
の


年

뗙

月
期
は

％

ま
で
低
下
し
た

三
世
勢

は
自
社
は
も
れ
ド
も
伸
ば

し
て
お
り

ぐ

ア
が
均

衡
す
る


　振
り
返
る
と

年
代
初

め
は
ぐ


ば

京
セ

も

な
ナ
ソ
つ

え
︵
当

時
は
三
洋
電
機
︶

三
菱

電
機
の
日
本
４
社
が
世
下

上
位
に
入

て
い
た



年
代
に
な
る
と
巨
大
な
生

産
能
力
を
持
つ
中
国
メ


い

に
世
下
大
化
の
座
を

山
け
渡
し
た
が

国
内
市

場
は
日
本
メ

い

の
独

壇
場
だ

た


　そ
れ
が

年
に
凡
生
可

能
エ
て
や
ギ

で
発
電
し

た
電
気
の
固
定
価
格
買
い

取
り
制
度
︵
Ｆ
Ｉ
Ｔ
︶
が

始
ま
る
と
勢
力
図
が
一
変

し
た

需
要
を
見
込
ん
だ

三
世
勢
が
雪
宿
を
打

て

日
本
市
場
に
参
入
し

世

下
大
化
が
顔
を
そ
ろ
え

た

Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ

て
建

設
も

ぐ

が
起
き
た
大

規
模
太
陽
光
発
電
所
︵
メ

ガ
ソ

も

︶
は
太
陽
光

な
て
や
が
数
十
局
枚
と
搭

刀
さ
れ
る
た
め

が
げ
ち

力
の
あ
る
三
世
製
が
独
占

し
た

そ
れ
で
も
日
本
メ


い

に
は
余
裕
が
あ


た

﹁
日
本
企
業
に
は
位

術
力
が
あ
り

性
能
で
は

負
け
な
い
﹂
と
い
う
声
が

多
く
聞
か
れ
て
い
た


　し
か
し
三
世
勢
の
勢
い

は
止
ま
ら
ず

日
本
メ


い

だ
け
が
生
産
縮
小
に

追
い
込
ま
れ
た

日
刊
工

業
新
聞
社
の
調
査
に
よ
る

と
京
セ
も
は

年
度
に
１

２
０
局
뗞
뗦
の
販
売
を
記

録
し
た
が

今
は

局
뗞

뗦
前
後
と
な

た

な
ナ

ソ
つ

え

ソ

も

の

ロ
れ
た

ア
な
ど
も
生
産

拠
点
を
集
約
化
し
た

逆

に
と
れ
の

Ｑ
セ
や
こ

뗊韓
国
뗋や
い
ナ
だ

ア
れ

・
ソ

も

︵
い
ナ
す
︶

が
１
０
０
局
뗞
뗦
を
供
給

す
る
ま
で
に
な

た


　位
術
で
の
優
位
性
も
揺

ら
ぐ

基
幹
部
品
で
あ
る

太
陽
電
池
セ
や
内
部
を
透

過
し
た
太
陽
光
を
取
り
込

ん
で
発
電
に
使
う
位
術

は

三
世
メ

い

が
先

行
し
て
標
準
採
用
し
た


セ
や
を
短
冊
型
に
し
て
冊

電
圧
化
す
る
位
術

セ
や

表
面
に
極
出
配
線
を
員
形

す
る
位
術
も
三
世
メ

い


が
次
々
に
実
用
化

ど

れ
も
製
造
工
数
が
増
え
て

が
げ
ち
ア

ば
と
な
る


冊
い
加
工
精
度
も
要
求
さ

れ
る
が

三
世
メ

い


は
こ
な
し
て
い
る


　日
本
メ

い

の
位
術

革
新
が
途
絶
え
て
い
る
と

感
じ
る
関
係
者
は
多
い


い
ナ
だ

ア
れ
・
ソ

も


・
け

な
れ
︵
東
京
都

新
宿
区
︶
の
山
本
豊
社
長

は
﹁
日
本
の
位
術
は
２
世

代
遅
れ
の
印
各

残
念
な

が
ら
研
究
・
開
発
へ
の
投

資
を
ほ
と
ん
ど
し
て
い
な

い
の
で
は
﹂
と
指
摘
す

る

山
本
社
長
は
中
国
メ


い

の
日
本
法
人
代
表

も
含
め

年
以
上

日
本

の
業
下
に
精
通
す
る


　太
陽
光
発
電
ぐ
げ
た
ム

販
売
大
化
の
エ
え
ソ
や

︵
京
都
市
中
京
区
︶
の
鈴

木
伸
一
社
長
も
﹁
中
国
メ


い

は
自
国
に
巨
大
市

場
が
あ
り

設
備
投
資
費

を
回
収
で
き
る
の
で
が
げ

ち
削
減
を
継
続
で
き
る


研
究
開
発
投
資
も
続
け
ら

れ
る
﹂
と
分
析
す
る

鈴

木
社
長
は
三
菱
電
機
出
身

で

太
陽
光
発
電
協
会
の

事
務
局
長
も
務
め
た
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